




 

はじめに 

 

 

わが国では少子高齢化が進行しており、国の推

計によると、令和22年（2040年）には65歳以上の人

口が全人口の約35％となると推計されています。

本市においては、令和５年（2023年）10月１日現在

で高齢化率は42.8％となっており、国全体の令和

22年（2040年）に予測されている高齢化率を既に

上回っている状況です。また、令和３年（2021年）

以降、生産年齢人口だけではなく高齢者人口も減

少しており、令和22年（2040年）には高齢化率は56.0％となる見込みとなっています。 

このような中で、高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを実現していくため

には、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域を共に創っていく地域共生社会の根

幹となる地域包括ケアシステムを深化させていくことが必要です。また、生産年齢人

口の減少により地域の支え手の減少が見込まれる中、要介護状態にならないように、

介護予防を充実させ、市民の健康寿命を延伸させていくことが急務です。 

本市においては、「みんなでささえあう 元気高齢者が活躍するまち 大月」を基

本理念として高齢者福祉施策を推進して参りましたが、この度策定しました大月市高

齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画においては、これまでの基本理念を踏襲しな

がら、「健康寿命の延伸」を目標に、高齢者福祉施策の中核となる介護予防に関する施

策を重点プロジェクトとして推進して参ります。 

最後に、本計画の策定にあたって、計画策定に係る貴重なご意見・ご提案をいただ

いた大月市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画策定委員会をはじめ、関係機関、

高齢者福祉に関する事業所、アンケート調査にご協力いただきました市民の皆様に、

心から感謝を申し上げます。 

 

 

令和６年（2024年） 大月市長  
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第１章 計画の策定にあたって 

 

１．計画策定の趣旨 

介護保険制度が施行された平成12年（2000年）当時、日本全体で約900万人だった75歳以上の

高齢者、後期高齢者は令和４年（2022年）には約1937万人となっています。令和７年（2025年）

には団塊の世代すべてが75歳以上になり、令和22年（2040年）には団塊ジュニア世代が65歳以

上となるため、国の推計によると、令和22年（2040年）には65歳以上の人口が全人口の約35％

となると推計されています。今後は「高齢者の急増」から「現役世代の急減・後期高齢者の急

増」に局面が変化し、高齢者福祉のニーズの増加・多様化に加え、地域における支え手が減少

していくことが予測されます。 

本市においては、令和３年（2021年）以降は年少人口、生産年齢人口だけではなく、高齢者

人口も減少しており、市全体の人口が減少傾向にあります。高齢者人口が減少しても、それ以

上に地域における支え手が減少することが予測されるため、社会保障財源の逼迫や介護人材の

不足等、様々な課題が生じると考えられます。そのため、今後は、令和22年（2040年）を見据

え、介護予防の推進や認知症施策の推進、介護人材の確保を含めた介護現場の革新等の各種高

齢者福祉施策を更に展開することで、高齢者が住み慣れた地域で自分らしく暮らすことができ

る地域包括ケアシステムを更に深化させ、地域共生社会の実現を推進していくことが必要です。 

以上のような課題に対応するため、また令和５年度（2023年度）で「大月市高齢者福祉計画・

第８期介護保険事業計画」の計画期間が終了するため、この度、新たに「大月市高齢者福祉計

画・第９期介護保険事業計画」を策定します。 

 

 

２．計画の位置づけ 

本計画は、市の高齢者福祉に関する総合的計画として、市の特性を踏まえるとともに、「大月

市総合計画」と整合・調和した計画とします。 

また、第７期障害福祉計画や第９次健康増進計画、第４次地域福祉計画、新型インフルエン

ザ等対策行動計画をはじめとする、医療または福祉の関連計画や地域防災計画を踏まえたもの

とし、山梨県の高齢者福祉計画・介護保険事業支援計画である「健康長寿やまなしプラン」と

も整合を図ります。 

更には、本市で推進する認知症施策を総合的に推進するため、「大月市認知症対策推進計画」

と一体的に策定します。 
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３．計画の期間 

計画期間は、令和６年度（2024年度）から令和８年度（2026年度）までの３年間です。 

本計画では、令和22年（2040年）までの中長期的な視野に立つとともに、計画期間中におい

て社会情勢の変化等が生じた場合は、必要に応じて見直しを行います。 

 

令和４年度 

2022年度 

令和５年度 

2023年度 

令和６年度 

2024年度 

令和７年度 

2025年度 

令和８年度 

2026年度 

令和９年度 

2027年度 

令和10年度 

2028年度 

  

高齢者福祉計画 

第９期介護保険事業計画 

 

 

  

 

 

４．日常生活圏域の設定 

日常生活圏域とは、当該地域の地理的条件、人口、交通事情、その他の社会的条件を総合的

に勘案して設定するもので、介護サービスを提供するための施設の整備計画等は、日常生活圏

域ごとに定めることとされています。 

本市においては、人口規模や介護サービス施設の状況及びその他の福祉施設等を勘案し、第

８期と同じ、市内をひとつとする日常生活圏域を設定し、各種サービスの充実に努めていきま

す。 

 

 

団塊ジュニア世代が65歳以上となる令和22年（2040年）を見据えた視点 

（2021年～）前計画 次期計画（～2029年） 
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５．計画策定のポイント 

平成12年の介護保険制度の開始以降、介護保険法は定期的に改正が行われており、その都度、

時代のニーズに応じた介護保険制度へと変化を遂げています。令和６年（2024年）にも改正が

行われ、次のような内容に取り組むこととしています。 

 

（１）介護サービス基盤の計画的な整備 

１ 地域の実情に応じたサービス基盤の整備 

◎ 中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、施設・サービス種

別の変更など既存施設・事業所の在り方も含め検討し、地域の実情に応じた介護サービ

ス基盤の計画的な確保 

◎ 医療・介護双方のニーズを有する高齢者の増加を踏まえ、医療・介護を効率的かつ効果

的に提供する体制の確保、医療・介護の連携強化が重要 

◎ 中長期的なサービス需要の見込みをサービス提供事業者を含め、地域の関係者と共有し、

サービス基盤の整備の在り方を議論することが重要 

 

２ 在宅サービスの充実 

◎ 居宅要介護者の在宅生活を支えるための定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多

機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービスの更なる普及 

◎ 居宅要介護者の様々な介護ニーズに柔軟に対応できるよう、複合的な在宅サービスの整

備を推進することが重要 

◎ 居宅要介護者を支えるための、訪問リハビリテーション等や介護老人保健施設による在

宅療養支援の充実 
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（２）地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組 

１ 地域共生社会の実現 

◎ 地域包括ケアシステムは地域共生社会の実現に向けた中核的な基盤となり得るもので

あり、制度・分野の枠や「支える側」「支えられる側」という関係を超えて、地域住民や

多様な主体による介護予防や日常生活支援の取組を促進する観点から、総合事業の充実

を推進 

◎ 地域包括支援センターの業務負担軽減と質の確保、体制整備を図るとともに、重層的支

援体制整備事業において属性や世代を問わない包括的な相談支援等を担うことも期待 

◎ 認知症に関する正しい知識の普及啓発により、認知症への社会の理解を深めることが重

要 

 

２ デジタル技術を活用し、介護事業所間、医療・介護間での連携を 

円滑に進めるための医療・介護情報基盤を整備 

 

 

３ 保険者機能の強化 

◎ 給付適正化事業の取組の重点化・内容の充実・見える化 

 

 

（３）地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上 

◎ 介護人材を確保するため、処遇の改善、人材育成への支援、職場環境の改善による離職

防止、外国人材の受入環境整備などの取組を総合的に実施 

◎ 都道府県主導のもとで生産性向上に資する様々な支援・施策を総合的に推進。介護の経

営の協働化・大規模化により、人材や資源を有効に活用 

◎ 介護サービス事業者の財務状況等の見える化を推進 
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６．計画策定の方法 

（１）アンケート調査の実施 

計画の見直しにあたり、一般高齢者及び在宅要支援認定者を対象とした「介護予防・日常生

活圏域ニーズ調査」と在宅要介護認定者を対象とした「在宅介護実態調査」を実施しました。 

 

１ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の概要 

調査対象：大月市在住の要介護認定を受けていない65歳以上を無作為抽出 

大月市在住の要支援１、要支援２の認定を受けている全員 

調査方法：郵送配布・郵送回収 

調査期間：令和５年（2023年）２月９日（木）～令和５年（2023年）２月28日（火） 

回収状況： 

発送数 回収数 有効回収数 有効回収率 

989人 619人 619人 62.6％ 

※有効回収数：回収票から全く回答がないもの（白票）などを除いた数 

 

 

２ 在宅介護実態調査の概要 

調査対象：大月市在住の要介護１～５の認定を受けている全員 

調査方法：郵送配布・郵送回収 

調査期間：令和５年（2023年）２月９日（木）～令和５年（2023年）２月28日（火） 

回収状況： 

発送数 回収数 有効回収数 有効回収率 

515人 280人 279人 54.2％ 

※有効回収数：回収票から全く回答がないもの（白票）などを除いた数 
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（２）策定委員会による計画づくり 

計画の見直しに際しては、市民である被保険者等の意見が反映されるよう、行政内部だけで

はなく、保健医療関係者、福祉関係者、被保険者代表の参画を得て、「大月市高齢者福祉計画・

第９期介護保険事業計画策定委員会」を設置し、検討を行うとともに、庁内においては事業等

に係る連携を図るため、関係各課において検討・調整等を行い、策定しました。 

 

（３）パブリックコメントの実施 

計画素案の段階で、幅広く市民より意見を募集し、計画への反映に努めるため、パブリック

コメントを行いました。 

実施期間：令和６年（2024年）１月29日～令和６年（2024年）２月19日 

意見の提出方法：指定する場所への書面の提出、郵便、ファクシミリ、電子メール 

提出された件数：０人（０件） 
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第２章 高齢者を取り巻く現状と将来推計 

 

１．統計データにみる高齢者を取り巻く現状 

（１）人口構造の状況 

年齢３区分別人口割合の推移をみると、０～14歳（年少人口）と15～64歳（生産年齢人口）が

減少傾向にある一方、65歳以上（老年人口）が増加し続けています。令和２年（2020年）では、

65歳以上は40.9％まで達し、約５人に２人以上が65歳以上となり、高齢化が急速に進んでいます。 

高齢化率の推移を全国や山梨県と比較してみると、全国、山梨県よりも高い水準で推移して

います。本市は、全国や山梨県よりも伸び率が高く、グラフの傾斜が強くなっており、平成27

年（2015年）より令和２年（2020年）のほうが差が広がっています。 

 年齢３区分別 人口割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 高齢化率の推移 
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（２）地区別高齢者の状況 

地区別に高齢者人口状況をみると、65歳以上人口は大月地区で最も多く2,113人で、高齢化

率は41.97％です。高齢化率が最も高い地区は七保地区で、49.82％にのぼります。大月市全体

からも7.25ポイント上回っています。一方、高齢化率が最も低い地区は猿橋地区で33.47％で

す。 

 地区別 高齢者人口・高齢化率（令和５年（2023年）10月１日） 
 

 人口（人） 65歳以上（人） 高齢化率（％） 

大月市 21,835 9,296 42.57 

笹子地区 842 406 48.21 

初狩地区 1,550 730 47.09 

大月地区 5,034 2,113 41.97 

賑岡地区 2,834 1,208 42.62 

七保地区 2,922 1,456 49.82 

猿橋地区 4,870 1,630 33.47 

富浜地区 2,975 1,357 45.61 

梁川地区 808 396 49.00 

資料：住民基本台帳 

（３）要介護認定者の状況 

要介護認定者数・要介護認定率の推移をみると、第１号被保険者数、認定者数ともに横ばい

傾向にあります。認定率は微増で推移しており、令和５年度（2023年度）には16.9％です。 

 要介護認定者数・要介護認定率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：見える化システム 
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（４）高齢者世帯の状況 

すべての世帯構成員が65歳以上の高齢者からなる高齢者世帯は、増加の一途をたどっていま

す。このため、一般世帯全数に占める割合も上昇し続けており、令和５年（2023年）には38.7％

を占めています。形態別にみても、高齢者ひとり暮らし世帯、高齢者夫婦世帯では増加傾向が

続いている状態です。 

 家族形態別 高齢者世帯数・割合の推移 
 

上段：世帯 

下段：％ 
総世帯数 

    

高齢者世帯 

   

高齢者 

ひとり暮らし 

世帯 

高齢者 

夫婦世帯 

（夫婦共65歳以上） 

その他 

高齢者のみの 

世帯 

平成30年 
10,480 2,894 1,859 1,590 131 

100.0 27.6 17.7 15.2 1.3 

令和元年 
10,361 2,977 1,910 1,638 148 

100.0 28.7 18.4 15.8 1.4 

令和２年 
10,326 3,103 1,975 1,674 155 

100.0 30.1 19.1 16.2 1.5 

令和３年 
10,278 3,892 2,014 1,723 155 

100.0 37.9 19.6 16.8 1.5 

令和４年 
10,179 3,964 2,070 1,744 150 

100.0 38.9 20.3 17.1 1.5 

令和５年 
10,299 3,989 2,098 1,735 156 

100.0 38.7 20.4 16.8 1.5 
 

山梨県 

令和５年 

370,951 112,704 64,083 45,583 3,038 

100.0 30.4 17.3 12.3 0.8 

資料：山梨県高齢者福祉基礎調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：山梨県高齢者福祉基礎調査 

1,859 1,910 1,975 2,014 2,070 2,098

1,590 1,638 1,674 1,723 1,744 1,735

131 148 155 155 150 156

0世帯

1,000世帯

2,000世帯

3,000世帯

4,000世帯

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

その他高齢者

のみの世帯

高齢者

夫婦世帯

高齢者

ひとり暮らし世帯
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（５）高齢者の就業の状況 

高齢者の就業人口をみると、本市では令和２年（2020年）の国勢調査時点で21.8％となって

おり、山梨県の就業者率を8.0ポイント下回っています。 

５歳階級別、性別に就業状況をみると、男性は60代の後半で労働力人口が非労働力人口を上

回っていますが、年齢が高いほど労働力人口の割合は低く、80代の後半で１割を下回っていま

す。一方、女性の労働力人口は更に低い水準で、60代の後半で約３割となっています。 

 高齢者の就業に関する人口の割合（令和２年（2020年）） 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 年齢別 高齢者の労働力人口・非労働力人口の割合 男性（令和２年（2020年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 年齢別 高齢者の労働力人口・非労働力人口の割合 女性（令和２年（2020年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

54.0

43.0
28.0

20.8

3.3

46.0

57.0

72.0
79.2 96.7

0％

20％

40％

60％

80％

100％

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上

労働力人口

非労働力人口

33.8
30.3

12.4
8.7

2.3

66.2
69.7

87.6
91.3

97.4

0％

20％

40％

60％

80％

100％

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上

労働力人口

非労働力人口

21.8

29.8

1.0

0.9

75.2

65.1

2.0

4.2

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

大月市

山梨県

就業者

完全失業者

非労働力人口

不詳
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２．アンケート調査結果にみる現状 

高齢者の生活実態や健康状態、保健福祉サービスや介護保険サービスの満足度等を把握する

ため、アンケート調査を実施しました。（調査概要については第１章６参照） 

（１）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

１ 世帯構成 ※ｎはサンプルサイズで、比率はこれを100％として算出（以降同様） 

「夫婦２人暮らし（配偶者は65歳以上）」が33.9％と最も多く、次いで「息子・娘との２世帯」が

30.9％、「ひとり暮らし」が20.7％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 介護・介助の必要性 

「介護・介助は必要ない」が74.6％、「何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない」が

9.5％、「現在、何らかの介護を受けている（介護認定を受けずに家族などの介護を受けている場

合も含む）」が13.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※グラフ内「現在、何らかの介護を受けている」は 

「現在、何らかの介護を受けている（介護認定を受けずに家族などの介護を受けている場合も含む）」 

介護・介助は必要ない

74.6%

何らかの介護・介助は

必要だが、現在は

受けていない

9.5%

現在、何らかの

介護を受けている※

13.1%

無回答

2.7%

n=619

ひとり暮らし

20.7%

夫婦２人暮らし

（配偶者は65歳以上）

33.9%

夫婦２人暮らし

（配偶者は64歳以下）

3.9%

息子・娘との２世帯

30.9%

その他

9.5%

無回答

1.1%

n=619
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３ 地域づくりの参加者としての参加意欲 

「是非参加したい」が8.9％、「参加してもよい」が47.0％、「参加したくない」が32.5％、「既に

参加している」が6.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 地域づくりの企画・運営側としての参加意欲 

「是非参加したい」が2.6％、「参加してもよい」が32.0％、「参加したくない」が54.3％、「既に

参加している」が4.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

是非参加したい

8.9%

参加してもよい

47.0%

参加したくない

32.5%

既に参加している

6.6%

無回答

5.0%

n=619

是非参加したい

2.6%

参加してもよい

32.0%

参加したくない

54.3%

既に参加している

4.0%

無回答

7.1%

n=619
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５ 心配事や愚痴を聞いてくれる人 

「配偶者」が49.4％と最も多く、次いで「別居の子ども」が41.4％、「友人」が39.7％などとなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 病気で寝込んだときに看病や世話をしてくれる人 

「配偶者」が55.6％と最も多く、次いで「別居の子ども」が35.1％、「同居の子ども」が27.8％な

どとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そ
の
よ
う
な
人
は

い
な
い

無
回
答

配
偶
者

別
居
の
子
ど
も

友
人

兄
弟
姉
妹
・
親
戚
・

親
・
孫

同
居
の
子
ど
も

近
隣

そ
の
他

49.4

41.4 39.7
33.9

20.8 19.2

1.3
6.1

2.4

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%
n=619

そ
の
他

そ
の
よ
う
な
人
は

い
な
い

無
回
答

配
偶
者

別
居
の
子
ど
も

同
居
の
子
ど
も

兄
弟
姉
妹
・
親
戚
・

親
・
孫

友
人

近
隣

55.6

35.1

27.8

18.4

4.8 4.4
1.0

6.3
1.5

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%
n=619
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７ 現在の健康状態 

「とてもよい」が10.5％、「まあよい」が65.6％、「あまりよくない」が19.5％、「よくない」が

2.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 幸福度 

「５点」が21.8％と最も多く、次いで「８点」が19.2％、「７点」が15.2％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とてもよい

10.5%

まあよい

65.6%

あまりよくない

19.5%

よくない

2.7%

無回答

1.6%

n=619

９
点

1
0
点

無
回
答

０
点

１
点

２
点

３
点

４
点

５
点

６
点

７
点

８
点

0.3 0.6 0.8
2.6

4.7

21.8

9.5

15.2

19.2

7.4

13.7

4.0

0%

10%

20%

30%
n=619
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９ 認知症に関する相談窓口の認知度 

「はい（知っている）」が27.1％、「いいえ（知らない）」が69.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 自立した生活を支援するサービスで利用したいと思うもの 

「緊急時に通報できる装置などを給付・貸与するサービス」が26.8％と最も多く、次いで「生き

がい活動を支援する通所サービス」が21.5％、「ひとり暮らしや、虚弱な高齢者だけでお住まいの

方に、買物などの簡単な家事のお手伝い」が19.4％などとなっています。また、「特にない」が

37.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

はい

27.1%

いいえ

69.0%

無回答

3.9%

n=619

無
回
答

ひ
と
り
暮
ら
し
の
高
齢
者
の
方
に

訪
問
（

電
話
）

を
し
て
近
況
な
ど
の

話
相
手
を
す
る
サ
ー

ビ
ス

住
宅
改
修
す
る
際
の
相
談
、

助
言

サ
ー

ビ
ス

自
宅
で
の
理
美
容
サ
ー

ビ
ス

（

寝
た
き
り
等
の
高
齢
者
）

そ
の
他

特
に
な
い

緊
急
時
に
通
報
で
き
る
装
置
な
ど
を

給
付
・
貸
与
す
る
サ
ー

ビ
ス

生
き
が
い
活
動
を
支
援
す
る
通
所

サ
ー

ビ
ス

ひ
と
り
暮
ら
し
や
、

虚
弱
な
高
齢
者

だ
け
で
お
住
ま
い
の
方
に
、

買
物
な

ど
の
簡
単
な
家
事
の
お
手
伝
い

ひ
と
り
暮
ら
し
や
高
齢
者
だ
け
で

お
住
ま
い
の
方
に
食
事
を
配
達

す
る
サ
ー

ビ
ス

ひ
と
り
暮
ら
し
や
高
齢
者
だ
け
で

お
住
ま
い
の
方
に
、

外
出
な
ど
の

支
援
サ
ー

ビ
ス

26.8

21.5
19.4

16.8
14.4

7.3
5.0 3.9

1.0

37.0

7.8

0%

10%

20%

30%

40%
n=619
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11 介護予防や生きがい活動を支援するサービスで利用したいと思うもの 

「運動機能向上のため、プログラムを作成し、トレーニングを行う教室」が17.9％と最も多く、

次いで「早期の認知症を発見し、重度化を予防する認知症予防教室」が17.8％、「デイサービスセ

ンターなどの施設に通って、趣味活動や体操を行うサービス」が17.6％などとなっています。ま

た、「特にない」が37.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無
回
答

生
活
習
慣
病
予
防
の
た
め
、

運
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
作
成

す
る
サ
ー

ビ
ス

む
し
歯
・
歯
周
病
の
予
防
や

入
れ
歯
の
手
入
れ
を
学
ぶ

教
室

足
指
・
つ
め
の
手
入
れ
に
つ

い
て
学
ぶ
教
室

食
事
の
し
た
く
や
洗
濯
な
ど

を
体
験
す
る
教
室

そ
の
他

特
に
な
い

6.8
2.4 1.8 1.3 0.6

37.8

7.8

0%

10%

20%

30%

40%

音
楽
、

絵
画
、

書
道
、

演
劇

な
ど
の
教
室

運
動
機
能
向
上
の
た
め
、

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
作
成
し
、

ト
レ
ー

ニ
ン
グ
を
行
う
教
室

早
期
の
認
知
症
を
発
見
し
、

重
度
化
を
予
防
す
る

認
知
症
予
防
教
室

デ
イ
サ
ー

ビ
ス
セ
ン
タ
ー

な
ど
の
施
設
に
通
っ

て
、

趣
味
活
動
や
体
操
を
行
う

サ
ー

ビ
ス

閉
じ
こ
も
り
や
孤
立
に

な
ら
な
い
た
め
の
地
域
の

つ
ど
い
の
場

（

い
き
い
き
サ
ロ
ン
）

転
倒
を
予
防
す
る
た
め
の

学
習
や
相
談
な
ど
を
す
る

転
倒
予
防
教
室

食
生
活
に
関
す
る
教
室

保
健
師
、

栄
養
士
が
行
な
う

生
活
習
慣
病
予
防
な
ど
の

健
康
づ
く
り
教
室

（

健
康
相
談
を
含
む
）

17.9 17.8 17.6
14.2

10.0 9.9 9.7 8.4

0%

10%

20%

30%

40%
n=619
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12 安心して在宅介護を行う上で必要と思うもの 

「病院などへの移送の介護」が43.1％と最も多く、次いで「食事（配食）サービス」が39.9％、

「医師や看護師の訪問看護」が32.3％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13 介護が必要となった場合に介護を受けたい場所 

「介護保険などのサービスを活用しながら、自宅（在宅）で生活したい」が23.1％と最も多く、

次いで「介護を受けられる施設等に入所したい」が22.3％、「家族等の介護と介護保険サービス等

を活用しながら、自宅（在宅）で生活したい」が20.8％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契
約
や
財
産
管
理
の

手
続
き
支
援

そ
の
他

無
回
答

介
護
者
の
健
康
管
理

地
域
で
の
見
守
り

在
宅
介
護
の
た
め
の

住
宅
改
修

介
護
者
へ
の
介
護
方
法

の
知
識
・
技
術

病
院
な
ど
へ
の
移
送
の

介
護

食
事
（

配
食
）

サ
ー

ビ
ス

医
師
や
看
護
師
の

訪
問
看
護

緊
急
時
な
ど
必
要
な

時
に
泊
ま
れ
る
施
設

夜
間
や
緊
急
時
の

訪
問
介
護

43.1
39.9

32.3
27.3 26.0

14.1 13.6 12.4
7.9

2.6 1.1

11.3

0%

10%

20%

30%

40%

50%
n=619

介
護
を
受
け
ら
れ
る
施
設
等

に
入
所
し
た
い

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

家
族
等
に
介
護
さ
れ
、

自
宅

（

在
宅
）

で
生
活
し
た
い

介
護
保
険
な
ど
の
サ
ー

ビ
ス

を
活
用
し
な
が
ら
、

自
宅

（

在
宅
）

で
生
活
し
た
い

家
族
等
の
介
護
と
介
護
保
険

サ
ー

ビ
ス
等
を
活
用
し
な
が

ら
、

自
宅
（

在
宅
）

で
生
活

し
た
い

高
齢
者
向
け
の
住
宅
等
に

入
居
し
た
い

16.0

23.1
20.8

4.7

22.3

0.3

7.9
4.8

0%

10%

20%

30%
n=619
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14 介護保険制度全般の満足度 

「満足している」が6.9％、「どちらかと言えば満足している」が42.3％、「どちらかと言えば満足

していない」が27.3％、「満足していない」が8.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15 成年後見制度の認知度 

「詳しく知っている」が3.7％、「概要を知っている」が25.5％、「名前は聞いたことがある」が

39.9％、「知らない」が27.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

満足している

6.9%

どちらかと言えば

満足している

42.3%
どちらかと言えば

満足していない

27.3%

満足していない

8.2%

無回答

15.2%

n=619

詳しく知っている

3.7%

概要を知っている

25.5%

名前は聞いたことがある

39.9%

知らない

27.6%

無回答

3.2%

n=619
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（２）在宅介護実態調査 

１ 世帯構成 

「息子・娘との２世帯」が41.2％と最も多く、次いで「夫婦２人暮らし（配偶者は65歳以上）」が

23.7％、「ひとり暮らし」が21.5％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 施設等への入所・入居の検討状況 

「入所・入居は検討していない」が54.1％、「入所・入居を検討している」が27.6％、「すでに入

所・入居申し込みをしている」が16.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひとり暮らし

21.5%

夫婦２人暮らし

（配偶者は65歳以上）

23.7%

夫婦２人暮らし

（配偶者は64歳以下）

1.8%

息子・娘との２世帯

41.2%

その他

10.8%

無回答

1.1%

n=279

入所・入居は

検討していない

54.1%

入所・入居を

検討している

27.6%

すでに入所・入居

申し込みをしている

16.1%

無回答

2.2%

n=279
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３ 令和５年（2023年）１月の介護保険サービスの利用状況 

「利用した」が81.4％、「利用していない」が16.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 介護保険サービスの事業者を選ぶ際に重視すること 

「きめ細かな介護をしてもらえるなど、サービスの質が良いこと」が67.8％と最も多く、次いで

「ケアマネジャーがすすめたこと」が39.6％、「職員の元気が良いなど、雰囲気が明るいこと」が

39.2％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用した

81.4%

利用していない

16.1%

無回答

2.5%

n=279

特
に
な
い

無
回
答

料
金
が
安
い
こ
と

い
ろ
い
ろ
な
サ
ー

ビ
ス
を

提
供
し
て
い
る
こ
と

知
人
や
友
人
が

利
用
し
て
い
る
こ
と

個
室
が
整
備
さ
れ
る
な
ど
、

プ
ラ
イ
バ
シ
ー

が
保
た
れ
て

い
る
こ
と

そ
の
他

き
め
細
か
な
介
護
を
し
て
も

ら
え
る
な
ど
、

サ
ー

ビ
ス
の

質
が
良
い
こ
と

ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー

が

す
す
め
た
こ
と

職
員
の
元
気
が
良
い
な
ど
、

雰
囲
気
が
明
る
い
こ
と

地
元
（

近
所
）

に
あ
る
こ
と

事
業
者
の
知
名
度
が

高
い
こ
と

67.8

39.6 39.2
32.2

22.5
14.5 12.3

5.7 3.5 2.6 2.6 1.8

0%

20%

40%

60%
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５ 担当のケアマネジャーの満足度 

「満足している」が60.8％、「どちらかと言えば満足している」が30.8％、「どちらかと言えば満

足していない」が4.4％、「満足していない」が2.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 担当のケアマネジャーに対しての要望 

「ケアプランや介護保険サービスについて、もっと説明して欲しい」が10.6％と最も多く、次い

で「本人や家族の質問や要望をもっと聞いて欲しい」が7.0％、「相談などをしたいときに、すぐ

連絡がとれるようにして欲しい」が4.8％などとなっています。また、「特にない」が78.4％とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

満足している

60.8%

どちらかと言えば

満足している

30.8%

どちらかと言えば

満足していない

4.4%

満足していない

2.2%

無回答

1.8%

n=227

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

ケ
ア
プ
ラ
ン
や
介
護
保
険

サ
ー

ビ
ス
に
つ
い
て
、

も
っ

と
説
明
し
て
欲
し
い

本
人
や
家
族
の
質
問
や
要
望

を
も
っ

と
聞
い
て
欲
し
い

相
談
な
ど
を
し
た
い
と
き

に
、

す
ぐ
連
絡
が
と
れ
る

よ
う
に
し
て
欲
し
い

サ
ー

ビ
ス
が
開
始
さ
れ
た

後
、

も
っ

と
頻
繁
に
訪
問
や

連
絡
し
て
欲
し
い

ケ
ア
プ
ラ
ン
の
変
更
の
要
望

に
す
ぐ
に
対
応
し
て
欲
し
い

態
度
や
マ
ナ
ー
（

時
間
を

守
る
な
ど
）

を
も
っ

と
良
く

し
て
欲
し
い

10.6 7.0 4.8 3.5 2.6 1.3 4.4

78.4

2.2

0%

20%

40%

60%

80%
n=227
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７ 介護保険サービスを利用していない理由 

「現状では、サービスを利用するほどの状態ではない」が35.6％と最も多く、次いで「本人にサ

ービス利用の希望がない」が20.0％、「家族が介護をするため必要ない」が17.8％などとなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 現在利用している介護保険サービス以外の支援・サービス 

「配食」と「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」が8.6％と最も多く、次いで「掃除・洗濯」

が6.5％、「見守り、声かけ」が5.4％などとなっています。また、「利用していない」が62.7％と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利
用
し
た
い
サ
ー

ビ
ス

が
利
用
で
き
な
い
、

身
近
に
な
い

サ
ー

ビ
ス
を
受
け
た
い

が
、

手
続
き
や
利
用

方
法
が
分
か
ら
な
い

そ
の
他

無
回
答

現
状
で
は
、

サ
ー

ビ
ス

を
利
用
す
る
ほ
ど
の

状
態
で
は
な
い

本
人
に
サ
ー

ビ
ス
利
用

の
希
望
が
な
い

家
族
が
介
護
を
す
る

た
め
必
要
な
い

住
宅
改
修
、

福
祉
用
具

貸
与
・
購
入
の
み
を

利
用
す
る
た
め

利
用
料
を
支
払
う
の
が

難
し
い

以
前
、

利
用
し
て
い
た

サ
ー

ビ
ス
に
不
満
が

あ
っ

た

35.6

20.0
17.8

6.7
4.4

0.0 0.0 0.0

8.9

33.3

0%

10%

20%

30%

40%

n=45

利
用
し
て
い
な
い

無
回
答

ゴ
ミ
出
し

調
理

外
出
同
行
（

通
院
、

買
い
物
な
ど
）

サ
ロ
ン
な
ど
の
定
期
的

な
通
い
の
場

そ
の
他

配
食

移
送
サ
ー

ビ
ス
（

介
護

・
福
祉
タ
ク
シ
ー

等
）

掃
除
・
洗
濯

見
守
り
、

声
か
け

買
い
物

（

宅
配
は
含
ま
な
い
）

8.6 8.6 6.5 5.4 4.3 4.3 3.9 2.2 0.4 2.9

62.7

9.3

0%

20%

40%

60%

80%
n=279
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９ 今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス 

「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」が24.4％と最も多く、次いで「見守り、声かけ」が

20.4％、「外出同行（通院、買い物など）」が19.0％などとなっています。また、「特になし」が

34.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 訪問診療の利用状況 

「利用している」が13.6％、「利用していない」が82.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用している

13.6%

利用していない

82.8%

無回答

3.6%

n=279

無
回
答
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送
サ
ー
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介
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等
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買
い
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な
ど
）

配
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洗
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配
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場

そ
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他

特
に
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し

24.4
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11 介護保険制度全般の満足度 

「満足している」が15.1％、「どちらかと言えば満足している」が58.1％、「どちらかと言えば満

足していない」が15.1％、「満足していない」が5.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 家族や親族の中で介護を主な理由として仕事を辞めた人の有無 

「主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）」が9.8％と最も多く、次いで「主な介護者が転職した」

が5.1％、「主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた（転職除く）」が3.7％などとなっていま

す。また、「介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない」が67.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

満足している

15.1%

どちらかと言えば

満足している

58.1%

どちらかと言えば

満足していない

15.1%

満足していない

5.7%

無回答

6.1%

n=279

わ
か
ら
な
い

無
回
答

主
な
介
護
者
が
仕
事
を

辞
め
た
（

転
職
除
く
）

主
な
介
護
者
が

転
職
し
た

主
な
介
護
者
以
外
の

家
族
・
親
族
が
仕
事
を

辞
め
た
（

転
職
除
く
）

主
な
介
護
者
以
外
の

家
族
・
親
族
が
転
職

し
た

介
護
の
た
め
に
仕
事
を

辞
め
た
家
族
・
親
族
は

い
な
い

9.8
5.1 3.7 0.5

67.9

2.8

12.6

0%

20%

40%

60%

80%
n=215



25 

13 主な介護者 

「子」が55.3％と最も多く、次いで「配偶者」が23.7％、「子の配偶者」が13.0％などとなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 主な介護者の年齢 

「60代」が37.7％と最も多く、次いで「50代」が27.0％、「80歳以上」が15.3％などとなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配偶者

23.7%

子

55.3%

子の配偶者

13.0%

孫
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15 主な介護者が不安に感じる介護等 

「夜間の排泄」が45.1％と最も多く、次いで「日中の排泄」が40.9％、「認知症状への対応」と「食

事の準備（調理等）」が40.0％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不
安
に
感
じ
て
い
る

こ
と
は
、

特
に
な
い
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護
者
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確
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な
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と
、

わ
か
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な
い

無
回
答
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食
事
の
介
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（
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る
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）
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（

洗
顔
・

歯
磨
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等
）
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療
面
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の
対
応

（

経
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栄
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、

ス
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ー
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等
）

そ
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他

27.4

20.5 19.5 17.2
13.0
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16 主な介護者が介護する上で困っていること 

「心身の負担が大きい」が48.4％と最も多く、次いで「自分の時間が持てない、自分の仕事がで

きない」が43.3％、「経済的な負担が大きい」が22.3％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家
族
や
近
隣
の
方
な
ど

の
理
解
が
足
り
な
い

そ
の
他

特
に
な
い
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答
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身
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分
の
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介
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介
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を
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介
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の
方
法
が

わ
か
ら
な
い
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17 主な介護者が介護に困ったときに相談する人 

「ケアマネジャー（介護支援専門員）」が72.6％と最も多く、次いで「家族（配偶者、子ども等）」

が60.0％、「親類」が21.4％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相
談
し
た
い
が
、

相
談

す
る
相
手
が
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に
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回
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介
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介
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友
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18 安心して在宅介護を行う上で必要と思うもの 

「緊急時など必要な時に泊まれる施設」が62.8％と最も多く、次いで「夜間や緊急時の訪問介護」

が36.3％、「介護者の健康管理」が32.1％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19 主な介護者の勤務形態 

「フルタイムで働いている」が23.7％、「パートタイムで働いている」が19.1％、「働いていない」

が49.8％、「主な介護者に確認しないと、わからない」が0.5％となっています。 
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れ
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介
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介
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20 主な介護者は今後も働きながら介護を続けていけそうか 

「問題はあるが、何とか続けていける」が60.9％と最も多く、次いで「問題なく、続けていける」

が15.2％、「続けていくのは、やや難しい」が14.1％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21 成年後見制度の認知度 

「詳しく知っている」が4.3％、「概要を知っている」が29.7％、「名前は聞いたことがある」が

41.9％、「知らない」が19.7％となっています。 
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主な介護者に確認しない

と、わからない
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無回答
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詳しく知っている
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知らない
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無回答

4.3%
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３．将来推計 

（１）高齢者人口の推計 

今期の計画期間である令和８年度（2026年度）までと、団塊ジュニアの人々が前期高齢者と

なる令和22年度（2040年）の本市の人口を、令和元年度（2019年度）から令和５年度（2023年）

の性別・各年齢層別の人口変化に基づいて推計すると、下表のとおりになります。 

 

単位：人 

第８期【実績】 第９期【推計】 将来 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

22年度 

総人口 22,820 22,358 21,904 21,402 20,901 20,402 13,730 

 40歳未満人口 5,938 5,716 5,494 5,245 5,014 4,776 2,475 

 40～64歳人口 7,395 7,225 7,045 6,832 6,617 6,416 3,573 

 高齢者人口 9,487 9,417 9,365 9,325 9,270 9,210 7,682 

  
前期高齢者 

65～74歳 
4,505 4,391 4,232 4,073 3,885 3,794 2,722 

  
後期高齢者 

75歳以上 
4,982 5,026 5,133 5,252 5,385 5,416 4,960 

 高齢化率（％） 41.6 42.1 42.8 43.6 44.4 45.1 56.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（10月１日現在）、住所地特例含む 

令和６年度（2024年度）以降は令和元年度（2019年度）から令和５年度（2023年度）の 

実績により推計（コーホート変化率法） 

 

4,505 4,391 4,232 4,073 3,885 3,794 2,722

4,982 5,026 5,133 5,252 5,385 5,416
4,960
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（２）要支援・要介護認定者の推計 

令和22年度（2040年度）までの要支援・要介護認定者数を推計すると、下表のとおりになり

ます。 

第９期計画期間の要支援・要介護認定者は増加傾向が見込まれ、最終年度の令和８年度（2026

年度）では、要支援・要介護認定者が1,678人、認定率が18.2％に達すると推測されています。 

また、令和22年度（2040年度）においては要支援・要介護認定者は1,531人、認定率は19.9％

まで増加することが見込まれています。 

 

単位：人 

第８期【実績】 第９期【推計】 将来 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

22年度 

認定者数(１号) 1,533 1,537 1,580 1,610 1,644 1,678 1,531 

 要支援１ 93 81 98 104 109 116 87 

 要支援２ 148 134 151 154 156 161 137 

 要介護１ 372 402 392 401 409 417 396 

 要介護２ 281 302 310 318 328 332 308 

 要介護３ 306 284 282 279 277 275 268 

 要介護４ 204 216 222 227 234 239 222 

 要介護５ 129 118 125 127 131 138 113 

第１号被保険者数 9,487 9,417 9,365 9,325 9,270 9,210 7,682 

認定率 16.2 16.3 16.9 17.3 17.7 18.2 19.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：見える化システム 

 

241 215 249 258 265 277 224

1,292 1,322 1,331 1,352 1,379 1,401
1,307
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（３）施設・居住系サービス利用者の推計 

高齢者・認定者の増加により、施設・居住系サービスの利用者は増加を見込んでいます。令

和８年度（2026年度）では、施設・居住系サービスの利用者は434人、要介護・要支援認定者全

体に対する割合は25.5％になると見込まれています。 

 

単位：人 

第８期【実績】 第９期【推計】 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

利用者数（月あたり） 420 401 395 428 428 434 

居 
住 特定施設入居者生活介護 24 24 22 24 24 30 

地
域
密
着 

認知症対応型共同生活介護 16 16 18 18 18 18 

地域密着型特定施設 
入居者生活介護 

0 0 0 0 0 0 

地域密着型介護老人 
福祉施設入所者生活介護 

94 88 80 85 85 85 

施
設 

介護老人福祉施設 148 149 142 158 158 158 

介護老人保健施設 133 118 124 134 134 134 

介護医療院 5 6 9 9 9 9 

介護療養型医療施設 0 0 0    

認定者数（２号含） 1,549 1,557 1,576 1,633 1,667 1,700 

利用者率 27.1 25.8 25.1 26.2 26.2 25.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※小数点以下を四捨五入しているため、合計値が一致しない場合があります。 

資料：見える化システム・介護保険事業状況報告 
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（４）居宅系サービス対象者の推計 

認定者数から施設・居住系サービスの利用者を除いた居宅系サービスの対象者の推計は、下

表のとおりとなります。 

令和８年度（2026年度）では、居宅系サービスの対象者は1,266人、要介護・要支援認定者全

体に対する割合は74.5％になると見込まれています。 

 

単位：人 

第８期【実績】 第９期【推計】 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

対象者数（月あたり） 1,129 1,157 1,181 1,205 1,239 1,266 

要
支
援 

要支援１ 94 82 91 106 111 118 

要支援２ 148 134 146 155 157 162 

要
介
護 

要介護１ 349 382 380 382 390 396 

要介護２ 244 266 262 277 287 289 

要介護３ 180 161 165 157 155 151 

要介護４ 85 95 91 87 94 98 

要介護５ 29 37 46 41 45 52 

認定者数（２号含） 1,549 1,557 1,576 1,633 1,667 1,700 

対象者率 72.9 74.3 74.9 73.8 74.3 74.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※小数点以下を四捨五入しているため、合計値が一致しない場合があります。 

資料：見える化システム・介護保険事業状況報告 
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35 

４．本市における課題 

（１）人口減少と支援が必要な高齢者の増加 

本市の高齢化率は、全国平均や山梨県平均よりも高い水準で推移しています。また、高齢者

数は令和３年（2021年）以降、減少に転じています。今後、高齢者も含めた人口は減少してい

くと予測されますが、高齢化率は上昇していくため、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯等

の支援が必要な高齢者は市全体で高い割合になっていきます。元気な高齢者を増やしていく取

り組みが急務となっています。 

 

（２）介護予防の更なる推進 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査において、「健康状態」に影響を与える要因を多変量解析

（二項ロジスティック回帰分析）を用いて分析した結果（下記表）、健康状態に「町内会・自治

会活動」が寄与していることがわかりました。しかし、令和元年度（2019年度）調査と比較し

ても、介護予防への参加が健康状態に寄与していないという結果ともなっており、介護予防の

更なる推進が必要であることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表において、＊がついているものは、統計的に有意であることを示します。＊がついていて、

係数が正であれば正の効果、負であれば負の効果を示します。 

表の結果から、令和４年度（2022年度）調査では 

◎ 「女性ほど健康と認識している」 

◎ 「経済的に余裕があると感じる人ほど健康と認識している」 

◎ 「町内会・自治会活動に参加する人ほど健康と認識している」 

という結果を読み取ることができます。 

係数 標準誤差 係数 標準誤差
性別 0.114 0.246 -0.537 * 0.252
年齢 -0.014 0.017 -0.014 0.017
経済認識 0.370 * 0.160 0.638 ** 0.159
ひとり世帯 -0.421 0.324 -0.002 0.302
２人世帯 0.298 0.276 0.006 0.268
一般高齢者 1.113 ** 0.285 0.446 0.316
ボランティア 0.454 ** 0.174 -0.028 0.185
スポーツ 0.085 0.129 0.197 0.168
趣味 0.171 0.129 0.208 0.167
学習・教養 -0.207 0.153 -0.106 0.201
介護予防 0.011 0.118 -0.213 0.120
老人クラブ -0.044 0.225 0.021 0.284
町内会・自治会 0.028 0.202 0.645 ** 0.237
仕事 0.319 ** 0.105 0.119 0.079
定数項 0.839 1.540 -0.523 2.059
ｎ
疑似決定係数
*は５％、**は１％水準で統計的有意を示す

536
0.333

524
0.122

令和元年度調査 令和４年度調査
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第３章 計画の基本的な考え方 

 

１．計画の基本理念 

第９期計画では、引き続きこれまで推進してきた地域包括ケアシステムを更に深化させると

ともに、「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人

と人、人と資源が世代や分野を超えつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地

域を共に創っていく地域共生社会の実現、そして令和22年（2040年）を見据えた高齢者福祉施

策の展開が重要となります。 

第８期計画では元気な高齢者を増やしていくとともに、様々な主体が参画し、地域で高齢者

を支えていくことが今後の本市における重要な視点であるという考え方から、「みんなでささ

えあう 元気高齢者が活躍するまち 大月」を基本理念として高齢者福祉施策を展開してきま

した。この元気な高齢者の増加や様々な主体が皆で支え合うこと、地域で高齢者を支えていく

ことは第９期計画の推進、更には今後の大月市の高齢者福祉施策の推進において重要な視点で

あると考えられます。 

以上のような考え方から、第９期計画においても、前回の基本理念を踏襲します。 

みんなでささえあう 元気高齢者が活躍するまち 大月 

２．計画の基本目標 

基本目標１ 元気に活躍できるまち 

元気な高齢者を増やしていくことは、福祉に係る費用の軽減だけではなく、地域の活力

の増大にもつながるため、今後の本市の高齢者福祉の中核となるものです。介護予防の推

進、健康の保持・増進、社会参加・生きがいづくりの推進を展開することで、“元気に活躍

できるまち”を実現していきます。 

基本目標２ 高齢者支援サービスが充実したまち 

高齢者だけではなく、高齢者を支える家族等の支援にもつながる高齢者支援サービスを

展開することは、市民誰もが自分らしく暮らすために必要不可欠です。高齢者地域包括ケ

アシステムの深化、高齢者の生活支援サービスの充実、介護サービスの充実を推進するこ

とで、“高齢者支援サービスが充実したまち”を実現していきます。 

基本目標３ 安心・安全に暮らせるまち 

普段の生活だけではなく、災害等の緊急時においても高齢者が安心・安全に暮らせる環

境を整備することは、高齢者福祉施策の基盤となるものです。認知症施策の推進、地域福

祉活動の推進、安心・安全な生活環境の充実を通じて、“安心・安全に暮らせるまち”を実

現していきます。 
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３．施策の体系 

基本目標１ 元気に活躍できるまち 

１．介護予防の推進 

（１）一般介護予防事業 

（２）介護予防・生活支援サービス事業 

（３）介護予防・重度化防止の充実 

２．健康の保持・増進 

（１）健康づくり事業の充実 

（２）健康づくり活動への支援 

（３）健康診査・各種検診の促進 

３．社会参加・生きがい 

づくりの推進 

（１）高齢者雇用の促進 

（２）生涯学習やスポーツ活動等への支援 

（３）地域活動・社会活動への参加の促進 

 

基本目標２ 高齢者支援サービスが充実したまち 

１．地域包括ケアシステム

の深化 

（１）地域包括支援センターの充実・機能強化 

（２）地域包括ケアのネットワーク強化 

（３）在宅医療・介護連携の推進 

（４）生活支援体制整備の充実 

（５）福祉人材の確保と資質の向上 

２．高齢者の生活支援 

サービスの充実 

（１）ひとり暮らし高齢者等支援サービスの充実 

（２）在宅生活支援サービスの充実 

（３）家族等による介護支援の充実 

３．介護サービスの充実 

（１）居宅サービスの充実 

（２）地域密着型サービスの充実 

（３）施設サービスの充実 

（４）介護サービスの効果的・効率的な運用 
 

基本目標３ 安心・安全に暮らせるまち 

１．認知症施策の推進 

（大月市認知症 

対策推進計画） 

（１）普及啓発・本人発信支援 

（２）予防 

（３）医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

（４）認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への 

支援・社会参加支援 

２．地域福祉活動の推進 
（１）地域福祉意識の高揚 

（２）ボランティア活動等への支援 

３．安心・安全な生活環境

の充実 

（１）高齢者の権利擁護・虐待防止の推進 

（２）外出しやすいまちづくりの推進 

（３）災害や感染症対策に係る体制整備 

（４）交通安全対策と防犯体制の促進 
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４．重点プロジェクト 

様々な高齢者福祉施策を展開していくことが重要ですが、第９期計画では選択と集中という考

えから高齢者福祉施策の中核となる介護予防に関する施策を重点プロジェクトとして推進して

いきます。また、本市においては市民全体が健康になることを目標に健康増進に関する施策に重

点を置いていることを踏まえ、以下の指針の下で、重点プロジェクトを展開していきます。 

健康寿命の延伸 

重点プロジェクト１：歩いて健康になるまちづくりの推進 

高齢者だけではなく、市民誰もが心身ともに健康な生活を営むことができるようになるには、

健康づくりの基礎となる「歩く」ことが身近になる環境を整備することが重要です。本市では、

市民誰もが気軽に「歩く」ことを通じて健康づくりに取り組めるように支援していきます。 

＜主な取り組み＞ 

◎ 市民が安心してウォーキングができるような環境の整備 

◎ ウォーキング教室や市内一斉ウォーキング等の「歩く」イベントの開催 

◎ 大月市介護予防いきいきボランティア活動支援事業の充実 

重点プロジェクト２：高齢者が元気になる仕組みの構築 

高齢者が自分らしい暮らしを実現していくためには健康寿命の延伸が必要不可欠です。健康

寿命の延伸のために、要介護状態とならないよう介護予防事業を充実させ、高齢者が元気にな

る仕組みを構築していきます。 

＜主な取り組み＞ 

◎ 既存の介護予防事業を更に充実 

◎ 高齢者が介護予防事業に取り組むきっかけづくりとしての広報の充実 

◎ 民間事業者と連携した健康づくり活動 

◎ 介護予防活動を行うことに対するモチベーションを高める支援の充実 

重点プロジェクト３：高齢者を支える福祉サービスの充実 

アンケート調査の結果から、本市においては在宅での介護ニーズが高いことがわかります。

市民の在宅介護ニーズを踏まえ、在宅での介護が実現できる福祉サービスを充実させます。ま

た、認知症となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを実現できるよう、認知症を支える

環境を整備していきます。 

＜主な取り組み＞ 

◎ 小規模多機能型居宅介護をはじめとする在宅介護を支えるサービスの充実 

◎ チームオレンジを設置し、認知症の人への支援体制の充実 
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第４章 推進施策 

 

基本目標１ 元気に活躍できるまち 

１．介護予防の推進 

高齢者と生産年齢人口が共に減少していくことが予測される本市にとって、介護や介助が必

要にならないように、また介護や介助が必要になってもそれ以上重度化しないように介護予防

を充実させることは必要不可欠です。 

一般介護予防事業や介護予防・生活支援サービス事業の充実に加え、大月市の地域特性に合

った介護予防・重度化防止の充実を展開していきます。 

 

（１）一般介護予防事業 

１ 介護予防把握事業 

◎ 窓口相談や通いの場等の様々な機会を通じてアンケート形式の基本チェックリストを

実施することで、支援が必要な高齢者、潜在的な予防事業対象者を把握します。 

【基本チェックリスト対象者】 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

対象者数（人） 12 14 4 30 40 50 

 

２ 介護予防普及啓発事業 

◎ 介護予防に関する出前講座の開催やパンフレットの配布を行い、市民の自主的な介護予

防活動の普及啓発活動を促進します。また、ミニデイサービス等の運営への参加を通じ

て、住民主体の活動への転換を図ります。 
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３ 地域介護予防活動支援事業 

◎ 地域における介護予防活動を促進するために、地域における集いの場を支援するととも

に、総合福祉センター等を活用した集いの場の充実に努めます。 

【集いどころ「スマイル」】 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

参加者数（人/年） 1,482 1,329 1,167 1,300 1,400 1,500 

【笑いの家とのうえ】 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

参加者数（人/年） 1,766 1,482 1,494 1,600 1,700 1,800 

【百歳体操】 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

実施主体数 7 8 8 8 9 9 

【ミニデイサービス】 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

参加者数（人/年） 948 838 853 900 1,000 1,100 

 

４ 一般介護予防事業評価事業 

◎ 通いの場への参加率、参加者の状態の変化等の把握、事業の達成状況の検証、更にチェ

ックリスト等の評価指標の活用を通じて介護予防の効果の評価を行い、その結果に応じ

て事業の実施方法の改善を図ります。 
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５ 地域リハビリテーション活動支援事業 

◎ リハビリテーションに関する専門的知見を有する者が、高齢者の有する能力を評価し改

善の可能性を助言する等、地域包括支援センターと連携しながら通所系サービス、訪問

系サービス、地域ケア会議、サービス担当者会議、住民主体の通いの場等への介護予防

の取り組みの支援を行います。また、通所系サービスや訪問系サービス、住民主体の通

いの場等へのリハビリテーションの専門的な助言ができるような体制の整備を図りま

す。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

専門職派遣回数（回/年） 2 2 1 3 3 3 

専門職派遣者数（人/年） 5 4 4 7 7 7 

 

（２）介護予防・生活支援サービス事業 

１ 訪問型サービス（介護予防訪問介護相当） 

◎ 要支援認定者、基本チェックリスト該当者で認知機能の低下や退院直後で状態が変化し

やすく専門的なサービスが必要な対象者に、従来の指定訪問介護事業所の訪問介護員に

よる生活機能向上のための身体介護・生活援助を提供します。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

訪問型サービス（人/年） 469 430 450 450 450 450 

 

２ 通所型サービス（介護予防通所介護相当） 

◎ 要支援認定者、基本チェックリスト該当者で住民ボランティアによる通いの場等の利用

がむずかしい者や集中的に生活機能向上のトレーニングを行うことで改善・維持が見込

まれる対象者に、従来の指定通所介護事業所に通所し機能訓練等を行います。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

通所型サービス（人/年） 1,104 1,025 1,065 1,065 1,065 1,065 
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３ 通所型サービス（短期集中型） 

【パワーアップ教室（運動機能向上・栄養改善・口腔機能向上 短期集中型）】 

◎ 要支援認定者、基本チェックリスト該当者で集中的に生活機能向上のトレーニングを行

うことで改善・維持が見込まれる対象者に、６か月の期間、運動機能向上・栄養改善・

口腔機能向上のための専門職による訓練を実施します。 

◎ 教室終了後も継続して実施できるような指導やアドバイスの実施も検討していきます。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

実施回数（回/年） 56 56 56 56 56 56 

 

４ その他の生活支援サービスの充実 

◎ 社会福祉協議会と連携し、大月市介護予防いきいきボランティア活動支援事業等を活用

することを通じて、介護予防・重度化防止につながる配食、見守り等の生活支援サービ

スについて、要支援者等のニーズを把握しながら生活支援コーディネーターと協働して

創設できるよう検討していきます。 

 

５ 介護予防ケアマネジメント 

◎ 地域包括支援センターが要支援者等に対するアセスメントを行い、その状態や置かれて

いる環境等に応じて、目標を設定し、その達成に向けて介護予防の取り組みを生活の中

に取り入れ、自ら実施、評価できるよう支援します。 

◎ 介護予防支援事業所への研修を実施して介護予防ケアマネジメントの質の向上を図り

ます。 

◎ 地域リハビリテーション活動支援事業での専門職の助言を活用して、ケアプランやサー

ビスの質の向上を図ります。 

◎ 地域リハビリテーション活動支援事業における専門職の助言を活用し、サービス提供事

業所と介護予防の理念を共有していきます。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

ケアプラン作成（人/年） 839 788 726 653 588 529 
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（３）介護予防・重度化防止の充実 

１ 地域ケア会議（個別事例検討） 

◎ リハビリ専門職等の多職種の専門職等により個別の事例検討を行い、介護予防・重度化

防止のためのケアマネジメントの質の向上や地域課題の解決、地域における介護予防の

充実につなげていきます。 
 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

地域ケア会議の開催 2 2 2 2 3 3 

 

２ リハビリテーションサービスの充実 

◎ 医師会と連携しながら、リハビリテーションサービス提供体制に関する現状や実施状況

の効果を評価し、より効果的に取り組みを推進するための方法を検討していきます。 

【通所リハビリテーション】 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

サービス提供事業所数 1 1 1 1 1 1 

利用率（％） 5.7 5.4 5.4 5.6 5.5 5.4 

 

３ 介護予防いきいきボランティア活動支援事業 

◎ 介護予防いきいきボランティア活動を行った高齢者に対し、介護予防いきいきボランテ

ィア活動評価ポイントを付与し、ポイントに応じた大月市介護予防いきいきボランティ

ア活動支援交付金を交付します。 

【介護予防いきいきボランティア活動支援事業】 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

サービス登録者数 0 18 20 22 24 26 

 

４ その他の介護予防・重度化防止施策の推進 

◎ 保険者機能強化推進交付金等を活用し、既存の介護予防・重度化防止施策を充実させる

とともに、ニーズに応じた施策を展開していきます。 

◎ 国保データベース（ＫＤＢ）システム等の活用を通じた保健事業と介護予防の一体的な

実施に取り組みます。 
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２．健康の保持・増進 

高齢者が健康であることは、元気な高齢者を増やすための根幹となり、高齢者も地域の支え

手として活躍していくための基盤となるものといえます。健康づくり事業の充実や健康づくり

活動への支援、健康診査・各種検診の促進を展開することで、高齢者の健康づくりの基盤を整

備するとともに、高齢者の健康を支援する取り組みを展開していきます。 

 

（１）健康づくり事業の充実 

１ 健康診査・各種検診の実施 

◎ 生活習慣病の発生率の高くなる35歳から65歳までの５歳おきの年齢の国民健康保険加

入者を対象に「すこやか大月市民健診（人間ドック）」を実施します。 

◎ 大月市立中央病院にて、40歳以上の国民健康保険加入者を対象に「特定健康診査」を、

20歳以上の市民の方を対象に生活習慣病予防健診（基本健診・がん検診）を実施します。 

◎ 75歳以上を対象に、健康診断実施時にフレイルに関する問診項目を設けることでフレイ

ル予防に活用していきます。 

◎ ＩＣＴを活用し、市民が利用しやすい環境を整備していきます。 

 

２ 健康相談・保健指導の充実 

◎ 市役所窓口や電話等で、保健師、栄養士等による専門的な健康相談を実施するとともに、

事業の周知を図ります。 

◎ 特定健康診査の結果から、生活習慣病の発症のリスクが高く、生活習慣の改善による生

活習慣病の予防効果が多く期待できる方に対して、生活習慣を見直すサポートをします。 

◎ 市が実施する生活習慣病予防健診を受診した結果から、腎機能の低下や高血圧、高血糖

の方を対象とした生活習慣病予防教室の開催や、広報等で慢性腎臓病予防の情報提供を

行い、重症化防止に取り組みます。 

【各種診査・各種健診】 

項目 主な対象者  項目 主な対象者 

特定健康診査 40歳～74歳  肝炎ウイルス検診 20歳以上※ 

後期高齢者健康診査 75歳以上  肝がん検診 20歳以上 

胃がん検診 20歳以上  肺がん検診 20歳以上 

結核検診 65歳以上  乳がん検診 20歳以上の女性 

子宮がん検診 20歳以上の女性  前立腺がん検診 50歳以上の男性 

大腸がん検診 20歳以上  基本健診（若年） 20歳～39歳 

※肝炎ウイルス検診は過去に市の健診を受診したことがない方が対象 
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３ 8020推進事業 

◎ 口腔疾患の予防と早期発見、生活習慣病の予防のために、20歳以上の市民を対象とした

成人歯科検診を実施します。 

◎ 出前講座や健診結果返却時に歯の健康の重要性について普及啓発します。 

◎ 歯科検診の重要性や制度についての周知を図ります。 

【成人歯科検診】 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

参加者数（人/年） 194 218 104 120 120 120 

【8020表彰】 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

参加者数（人/年） 7 7 6 8 8 8 

 

４ 心の健康づくり（いきる ささえる推進事業） 

◎ こころの健康づくり講演会の実施や広報誌・ホームページ、チラシの配布等を通じたこ

ころの健康に関する情報発信を通じて、こころの健康の大切さや正しい知識の普及・啓

発に努めます。 

◎ ゲートキーパー養成講座等を開催し、地域で支援できる人材の育成を図ります。 

◎ 保健活動推進員等と連携し、地域で支援できる体制の整備を図ります。 

【ゲートキーパー養成講座】 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

参加者数（人/年） 0 0 0 30 30 30 

【講演会】 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

参加者数（人/年） 0 0 0 50 50 50 
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（２）健康づくり活動への支援 

１ 食生活改善料理教室 

◎ 市内在住の成人等を対象に、生活習慣病予防やフレイル予防のための料理講習会を実施

します。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

延べ参加者数（人/年） 0 0 0 180 180 180 

 

２ 男性の料理教室 

◎ 食生活の正しい知識の理解や食事作りのきっかけづくりとして、また、参加者同士の交

流の場として、市内在住の男性を対象に、男性の料理教室を年２回実施します。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

延べ参加者数（人/年） 0 0 0 16 16 16 

 

３ 市内一斉ウォーキング 

◎ 日常生活の中で、意識的に体を動かすなどの運動習慣がつき、地域ぐるみの健康づくり

運動へと発展することを目的として、市民を対象に、市内一斉ウォーキングを春秋年２

回実施します。 

◎ 広報やＳＮＳ等を活用した周知を行います。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

延べ参加者数（人/年） 0 92 159 150 150 150 
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４ 高齢者等への見守り声かけ 

◎ 市内在住の高齢者等を対象に、保健活動推進員や民生・児童委員と連携し、家庭訪問や

声掛けを行います。 

◎ 地域で高齢者を見守り支えることの重要性の啓発や地域との連携により、地域で高齢者

を見守る体制を整備します。 

 

（３）健康診査・各種検診の促進 

１ 健診・がん検診等の受診勧奨 

◎ 健診・がん検診未受診者に対して電話やハガキ等を用いて、受診勧奨を行います。 

◎ 対象者には個別に健診の案内通知を郵送するとともに、広報誌や健康のしおりでの周知

を行います。 

◎ 電話や窓口を通じた既存の予約方法だけではなく、ＩＣＴを活用した予約方法について

も充実させていきます。 

 

２ 健診に関する広報・啓発の実施 

◎ 広報誌やホームページ等の活用、市内のコンビニエンスストアや商店などに健診周知ポ

スターを掲示し、健診の受診率向上を図ります。 

◎ 山梨県国民健康保険団体連合会との連携や行動心理学を用いた科学的な知見による受

診勧奨を行います。 
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３．社会参加・生きがいづくりの推進 

アンケート調査の結果からも、高齢者が社会参加することや生きがいを持つことは健康に大

きく寄与することがわかります。また、高齢者の社会参加や生きがいを持つことは、高齢者に

とって地域における活躍の場を持つことにもつながります。 

高齢者雇用の促進や生涯学習やスポーツ活動等への支援、地域活動・社会活動への参加の促

進を展開することで、高齢者が健康で、地域で活躍でき、更に地域における支え手となるよう

にしていきます。 

 

（１）高齢者雇用の促進 

１ 高齢者雇用の促進 

◎ 県や商工会、ハローワーク等の関係機関と連携し、高齢者の働く場所の確保に努めます。 

◎ 広報誌やホームページ等を活用し、企業の高齢者就業に関する啓発を実施します。 

◎ 就労的活動支援コーディネーターによる高齢者の希望や特性に合わせた就労支援体制

の整備を検討します。 

 

２ シルバー人材センターへの支援 

◎ 高齢者の技能や経験を生かした仕事を提供するシルバー人材センター活動の周知を図

り、市民のシルバー人材センターへの加入促進に努めます。 

◎ シルバー人材センターの事業拡大のため、より多くの市内事業者や市民が認知し、活用

できるよう、広報誌やホームページ等でシルバー人材センターの内容やシステム等のＰ

Ｒを実施するとともに、適切な運営が行われるよう支援していきます。 

 

 
平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

登録人数（人） 345 342 340 320 292 

受託事業収入（千円） 169,321 161,939 140,846 147,159 149,523 

資料：各年度収支決算書 
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（２）生涯学習やスポーツ活動等への支援 

１ 生涯学習活動の充実 

◎ 生涯学習推進大会などさまざまな発表の場をつくることや、地域間での情報共有や公民

館同士の連携など魅力ある事業を実施することにより、生涯学習の場の提供に努め、参

加の機会拡大を図ります。 

◎ 多様化する学習活動に対応するため、豊かな知識、技術、生活の知恵を持った高齢者の

協力により、指導者の育成・確保を進めます。 

◎ 地域同士で協力して教室や講座を行うことで、教室・講座の内容を充実させていきます。 
 

２ 世代間交流事業の充実 

◎ 高齢者の経験や知識・技能を活用し、地域の伝統行事の継承に努めます。 

◎ 地域に昔から伝えられている行事や文化の伝承を行うことで世代間の交流を図るとと

もに、若い世代にも魅力を感じてもらえるよう事業を工夫します。 
 

３ スポーツ活動の推進 

◎ 高齢者が楽しめるスポーツ大会や催し物、スポーツ団体等の充実を図るとともに、情報

提供を充実させます。 

◎ 多様なニーズに応えられるよう、新たな軽スポーツや世代間の交流ができる新たなスポ

ーツの導入・普及に努めます。 

◎ スポーツ推進委員や地域と協力し、各種スポーツ大会等を充実させていきます。 

◎ スポーツ活動の指導者や担い手の確保に努めます。 
 

【生涯学習・生きがい対策関連・スポーツ・レクリエーション等（令和５年度（2023年度））】 

高齢者学級 
災害対策・介護予防・高齢者の福祉制度・市の歴史と 

文化財等の講演、健康体操 

大月市健やかスポーツクラブ 軽スポーツ、スポーツダンス、介護予防教室 

介護予防教室 集団体操、頭脳ゲーム、ダンス等 

介護予防の取り組み支援 介護予防の出前講座、介護予防サポーター養成講座 

認知症サポーター養成講座 認知症を学び地域で支え合おう 

交通安全教室 交通ルールやマナーについて（反射材の活用方法等） 

健康教室 大月市ニコニコ体操、男性料理教室、歯の健康等 

健診（検診）後の指導 結果説明会（栄養・運動） 

防犯講習会 振り込め詐欺、還付金詐欺等の予防対策 
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４ 老人クラブへの支援 

◎ 活動に役立つ情報提供や補助金の交付により、老人クラブの活動を支援します。 

◎ 老人クラブ連合会や地域の自治会、民生委員等との連携を図ることで、より適切で効果

的な老人クラブ活動内容や体制を推進していきます。 

◎ 年代によるニーズを的確に捉え、前期高齢者からの積極的な参加や役員の担い手確保を

支援し、魅力ある老人クラブ活動の推進が図られるよう支援していきます。 

◎ 老人クラブの活動を広報誌等様々な媒体を用いて発信するとともに、地域における理解

を深め、新規会員の確保に努めます。 

 

 
平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

加入者数（人） 2,693 2,572 2,398 1,940 1,884 1,719 

クラブ数（クラブ） 70 66 63 59 59 54 

資料：補助金交付時の数値 

【老人クラブ事業の概要（令和５年度（2023年度））】 

大月市老人大学入学式 ４月19日 入学者237名 20サークル 

令和５年度大月市老人クラブ連合会定期総会 ５月24日 

山梨県シルバー作品展出品 ６月16日～18日 14名出品 

令和５年度大月市老人クラブ連合会 

ゲートボール大会・県大会予選会兼 

７月６日 ９チーム参加  

上位３チームは県大会出場 

山梨県老人クラブ連合会リーダー研修会参加 ７月14日 

山梨県老人福祉大会参加 
９月11日 大月市老人クラブ連合会より、 

功労者表彰３名 

いきいき山梨ねんりんピック2023 
９月23日 シニアゲートボール大会・クイズ

ウォーキング大会・輪投げ・囲碁大会参加 

山梨県グラウンドゴルフ大会 10月４日 ２チーム参加 

ふれあいフェスティバル参加協力 10月21日 

大月市老人大学遠足実施 長野県小布施散策 11月15日 

大月市地域福祉推進大会 11月25日 

大月市老人大学新年互礼会 １月10日 

山梨県市町村対抗シルバー囲碁大会 １月15日 

東部地域高齢者作品展 ２月６日～８日 

山梨県老人クラブ友愛実践活動研修会 

及び市町村発表会 
２月 

第54期大月市老人大学修了式・第18回老大祭 ３月 

定期総会・理事会・単位クラブ会長会 
定期総会１回・理事会４回開催・ 

単位クラブ会長会２回開催 
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５ 敬老祝金支給事業 

◎ 当該年度の９月15日において満88歳の者及び満100歳以上の者に祝い金を支給します。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

満88歳（人） 190 178 193 230 230 230 

満100歳（人） 24 19 21 41 41 41 

 

６ 長寿祝金支給事業 

◎ 当該年度に100歳を迎える者に祝い金を支給します。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

対象者数（人） 8 13 15 18 18 18 

 

（３）地域活動・社会活動への参加の促進 

１ 地域活動・社会活動に関する機会の創出 

◎ 地区社会福祉協議会ごとに定期的に住民福祉懇談会を開催し、地域について住民が考え

る機会をつくります。 

◎ 高齢者の持つ豊かな経験と知識、技術を生かし、地域のボランティアとして積極的に活

躍できる機会を整備するとともに、それを促進するための有償ボランティア制度の構築

を検討していきます。 

 

２ 参加促進のための体制整備 

◎ 各地区社会福祉協議会で展開している事業の共有や地区組織活動推進委員会（地区社会

福祉協議会代表者会議）の開催を実施することで、地域活動を支援していきます。 

◎ 広報誌やホームページ等を活用し、地域活動に関する招致活動を積極的に行うことで、

住民が地域福祉の担い手であるという意識を醸成します。 
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基本目標２ 高齢者支援サービスが充実したまち 

１．地域包括ケアシステムの深化 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けられるように、住まい・医療・介護・予

防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムをこれまで推進してきましたが、高

齢者や地域の支え手の減少を見据え、地域包括ケアシステムの更なる深化を図っていくことが

重要です。 

地域包括支援センターの充実・機能強化や地域包括ケアのネットワーク強化、在宅医療・介

護連携の推進、生活支援体制整備の充実、福祉人材の確保と資質の向上を推進することで、高

齢者が住み慣れた地域で自分らしく元気に活躍できるまちを実現していきます。 

 

（１）地域包括支援センターの充実・機能強化 

１ 地域包括支援センターの機能の強化 

◎ 「大月市地域包括支援センター運営協議会」を活用し、意見交換や情報提供等を行い、

協議を通じて地域包括支援センターの充実を図っていきます。 

◎ 保健、医療、福祉サービスを効果的に実施するため、地域包括ケア推進会議や医療と介

護の連携や認知症施策、地域づくり等に関するワーキングを開催するとともに、地域の

あらゆる分野における関係機関・団体等との連携強化を図ります。 

◎ 介護支援専門員のスキルアップやケアプランの質の向上、他職種連携を促進するために、

居宅介護支援事業所管理者会議を開催し、意見交換を行います。 

◎ ケアマネジャー会議における研修会や事例検討会を企画し、ケアマネジャーが主体的に

資質向上を図ることや、事業所間の連携が図れるように支援します。 

◎ 地域包括ケアシステムについて、広報誌等による住民への周知や、地域・各種団体等に

対して積極的な啓発・周知を図ります。 

◎ 高齢者人口1,000人から2,000人に１人の割合で保健師、社会福祉士、主任介護支援専門

員の３職種を配置するとともに、事務職員を適正配置し事業運営の充実を図ります。 

◎ 市内の福祉サービス等の様々な地域資源を掲載する「大月市地域資源マップ」を活用し、

市内の地域資源の情報発信を行います。 
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２ 相談事業・支援事業の実施 

◎ 介護保険制度、介護予防、権利擁護等、保健・福祉に関わる総合的な相談ができる体制

を整備します。 

◎ 広報誌やパンフレット、出前講座等の実施、民生委員等との連携を通して、相談窓口の

周知を図ります。 

◎ 利用者が相談しやすく、プライバシーの保護に配慮した相談窓口を整備します。 

◎ 要支援者及びチェックリスト該当者に対して、心身の状況、置かれているその他の状況

に応じて、介護予防が包括的かつ効率的に実施されるよう必要な援助を行う介護予防ケ

アマネジメント事業を適切に実施していきます。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

総合相談支援延べ件数 

（件/年） 
1,347 1,328 1,350 1,370 1,390 1,410 

 

３ 地域包括支援センターの職員の資質向上 

◎ 専門職等の確保や研修会などの実施を通じた職員のスキルアップに努め、地域包括支援

センターの機能強化を図ります。 

◎ 県や関係機関等と連携し、専門職の確保を図っていきます。 

 

（２）地域包括ケアのネットワーク強化 

１ 地域課題等の把握 

◎ 地域の課題を把握し、新たなサービスの構築や広域的な支援体制の整備を図るため、地

域包括支援センターを中心とした地域の個別ケースの検討を行う地域ケア会議（個別事

例検討）を開催します。 

◎ 地域づくり推進ワーキングにおいて、地域ニーズや地域課題、地域資源の把握を行うと

ともに、対応策を検討します。 

◎ 大月市介護予防いきいきボランティア活動支援事業を通じて、介護予防の促進や介護人

材の確保・充実を図ります。 
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２ 関係機関と連携した事業の推進 

◎ 大月市地域包括ケア推進会議及び医療と介護の連携推進、認知症施策の推進、地域づく

り推進ワーキングを開催し、関係機関及び団体が連携協力して地域課題の解決や地域に

おける包括的なケアが推進できるよう努めます。 

◎ 医師・ケアマネジャー等との多職種協働や、ケアマネジメントの支援、ボランティア、

その他の関係施設、地域の社会資源等を活用した包括的・継続的ケア体制の構築等を行

う、包括的・継続的ケアマネジメント事業を推進します。 

◎ 地域包括ケア推進会議や各ワーキングの開催を通じて、地域資源の有効活用に向けたボ

ランティア人材活用の仕組みの強化を図ります。 

【地域包括ケア推進会議】 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

開催回数（回/年） 1 1 1 1 1 1 

【医療と介護の連携推進ワーキング】 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

開催回数（回/年） 1 1 1 1 1 1 

【認知症施策の推進ワーキング】 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

開催回数（回/年） 1 1 1 1 1 1 

【地域づくり推進ワーキング】 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

開催回数（回/年） 1 1 1 1 1 1 
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（３）在宅医療・介護連携の推進 

１ 在宅医療・介護連携の体制整備 

◎ 在宅医療と介護サービスを一体的に提供できる体制づくりを目指し、医療関係者・介護

サービス事業者等とともに事業の実施に向けて検討を行います。 

◎ 住み慣れた地域において、在宅での生活を望む高齢者を支えるため、医療機関等との連

携を図っていきます。 

◎ 医師・歯科医師・薬剤師・病院ソーシャルワーカー・ケアマネジャー等の多職種が連携

しやすい関係づくりができるように、多職種合同研修会等を実施し、連携を強化します。 

◎ 医療関係者・介護サービス事業者等と連携し、在宅での看取りができる環境整備を検討

していきます。 

 

 

２ 在宅医療・介護の連携に関する普及・啓発 

◎ 在宅医療・介護の連携に関する啓発を行うことで、市民の理解を促進します。 

◎ 福祉と医療の連携に対応できる人材を育成するため、関係機関等が開催するケアマネジ

ャー等への医療知識研修に関する情報提供を積極的に行います。 

◎ 医療関係者・介護関係者・本人・家族の間で情報を共有できるツールの整備、普及・啓

発を行います。 

◎ ＡＣＰ（人生会議）の研修会を開催し、ＡＣＰ（人生会議）の普及・啓発を図ります。 

 

（４）生活支援体制整備の充実 

◎ 生活支援コーディネーターや協議体を設置することで、住民主体の地域における助け合

い・支え合いを推進する生活支援体制整備事業を推進します。 

◎ 大月市地域生活資源マップを活用し、住民、ケアマネジャー、生活支援コーディネータ

ー等に対し、社会資源に関する情報提供を行います。 

◎ 生活支援コーディネーターを中心に、高齢者の居場所のデータベース化等、地域資源を

有効に活用できる取り組みを推進します。 
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（５）福祉人材の確保と資質の向上 

１ 福祉人材の確保 

◎ 県や社会福祉協議会と連携しながら実務者講習会等の研修会を実施し、修了後は介護施

設を紹介できる体制づくりを推進することで、元気高齢者の介護現場での雇用拡大を図

り、元気な高齢者が介護人材として活躍できる環境を整備します。 

◎ 県と連携し、外国人介護人材確保・定着に向けた取り組みを推進します。 

◎ 他の模範となる優良な介護保険施設・事業所や介護職員に対して表彰を行う等、ハラス

メント対策を含めた働きやすい職場づくりに向けた取り組みを推進します。 

◎ 国や県と連携し、ロボット・ＡＩ・ＩＣＴ等の最新技術を用いた介護現場への支援につ

いて検討していきます。 

◎ 大月市未来を支える介護職員表彰を通じて、介護に関する仕事のやりがいを支援してい

きます。 

【大月市未来を支える介護職員表彰】 

 

実績値 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

表彰者数（人/年） - 18 1 3 3 3 

 

 

２ 福祉人材の資質の向上 

◎ 国や県の最新の動向や、介護に関する講習会・セミナー開催に関する情報提供を市内事

業所に対して積極的に行います。 
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２．高齢者の生活支援サービスの充実 

地域で自分らしい安心した暮らしを実現していくためには、様々な生活支援サービスの充実

は必要不可欠です。また、高齢者だけではなく、高齢者を支える家族への支援も展開すること

は、高齢者だけではなく誰もが自分らしい安心した暮らしを実現することにつながります。 

ひとり暮らし高齢者等支援サービスの充実や在宅生活支援サービスの充実、家族等による介

護支援の充実を図るとともに、今後は民間サービス等のインフォーマルなサービスも活用しな

がら市民ニーズに対応していきます。 

 

（１）ひとり暮らし高齢者等支援サービスの充実 

１ 配食サービス事業 

◎ 栄養改善が必要な高齢者等を対象に、栄養バランスを考えた食事の提供や安否確認を行

い、介護状態の悪化予防のため、配食サービスを実施します。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

延べ配食件数（食/年） 910 860 804 723 650 585 

延べ利用者数（人/年） 93 80 72 65 58 52 

 

２ ふれあいペンダント設置事業 

◎ 65歳以上の虚弱なひとり暮らし高齢者または高齢者夫婦世帯等でいずれかが虚弱な方

で緊急性を要する方を対象に、急病や事故などで緊急に助けを求める場合、迅速な救護

対応ができる緊急通報システム機器を貸

与します。対象となっていない一般高齢

者世帯においても、状況に応じて貸与を

検討します。 

 

 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

実利用者数（人/年） 44 37 36 33 30 27 
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３ 老人保護措置事業 

◎ 65歳以上の方で、環境上の理由及び経済的理由により、居宅において養護を受けること

が困難な高齢者に入所による入浴・食事・生活指導等のサービスを提供します。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

措置者数（人/年） 12 10 9 9 9 9 

 

（２）在宅生活支援サービスの充実 

１ 高齢者訪問理美容助成事業 

◎ 寝たきり・心身の障害等の理由により、理容院や美容院に出向くことが困難な高齢者を

対象に、居宅において理美容を行った場合、年３回を限度として、費用の一部（１回に

つき3,000円まで）を助成します。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

延べ利用者数（人/年） 37 37 37 37 37 37 

 

２ 要援護高齢者外出支援サービス事業 

◎ 電車・バス等の交通機関を利用することが困難な在宅の要援護高齢者等を対象に、通院

等で外出するために利用するタクシーの利用料金の一部（初乗り料金分）を助成します。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

延べ利用回数（回/年） 272 347 576 416 499 599 

延べ利用者数（人/年） 73 111 132 166 199 239 
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３ 福祉自動車貸出事業 

◎ 介護を必要とする高齢者・障害者等を対象に、車いすごと乗車が可能な福祉自動車の貸

し出しを行います。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

延べ利用回数（回/年） 131 134 150 160 160 160 

延べ利用者数（人/年） 131 134 150 160 160 160 

 

４ シルバーお出かけパス交付事業 

◎ 高齢者・障害者（65歳以上）を対象に、市内路線バスで使用できる「お出かけパス」（利

用者負担金：年間5,000円）を交付します。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

交付件数（件/年） 867 824 757 850 850 850 

 

５ お買い物代行事業 

◎ 日常生活における買い物を代行するサービスをシルバー人材センターと連携して実施

します。 

 

６ おおつきお助け隊 

◎ ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯等を対象に、日常生活における困りごとを住民主

体の自主グループである「おおつきお助け隊」が有償で日常生活の困りごとを支援する

事業を、社会福祉協議会を中心に実施します。 

 

活動内容 

① 日常的な支援・・・簡単な掃除、買物の同行、ゴミだし、草取り 

② 季節的な支援・・・粗大ごみの片づけ、衣類の衣替え、雪かき 

③ 見守り支援・・・・話し相手、安否確認、散歩 

④ 介護予防事業・・・介護予防事業のサポート 

⑤ その他・・・・・・地域のボランティア活動 
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（３）家族等による介護支援の充実 

１ 介護用品支給事業 

◎ 家族の身体的、経済的負担の軽減を図るために、在宅で寝たきりの高齢者や認知症高齢

者の介護を行っている家族介護者を対象に、毎月１回、各地区の民生委員が利用者宅に

届ける方法で、介護に必要なオムツなどを支給します。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

支給件数（件/年） 303 321 306 310 320 330 

実利用者数（人/年） 24 23 24 25 26 27 

 

２ 家族介護支援事業 

◎ 在宅で寝たきりの高齢者や認知症高齢者の介護を行っている家族介護者を対象に、要介

護者の状態の維持・改善を目的とした適切な介護知識・技術の習得や、サービスの適切

な利用方法の習得等を内容とした介護教室や交流会を開催します。 

◎ 要件を満たした家族介護者に対して老人介護慰労金を支給します。 

【家族介護者教室】 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

開催回数（回/年） 12 12 12 12 12 12 

【老人介護慰労金支給事業】 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

支給人数（人/年） 28 38 36 36 36 36 
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３ 介護者に対する総合的な支援の推進 

◎ 介護のためにやむを得ず離職する介護離職をなくすために、関係機関と連携し、介護を

行う家族が相談しやすい環境を整備するとともに、家庭で介護がしやすい様々な支援を

実施・検討します。 

◎ 家事や家族の世話などを日常的に行っているヤングケアラーの実態を各種相談窓口や民生

委員・児童委員との連携等を通じて把握するとともに、適切な支援に結びつけていきます。 

 

４ 高齢者向け住宅に関するサービスの充実 

◎ 市内の養護老人ホームや軽費老人ホームに関する情報提供等を充実させるとともに、質

の向上に向けた取り組みを推進します。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

養護老人ホーム（人/月） 11 8 5 5 5 5 

軽費老人ホーム（人/月） 14 12 11 11 11 11 
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３．介護サービスの充実 

介護サービスは介護が必要な高齢者にとって必要不可欠なサービスですが、介護サービス、

予防サービス共に増加傾向にあります。今後も介護サービスのニーズの高まりが予測されてお

り、介護サービスの質と量の確保は喫緊の課題となっています。サービスの充実を図りながら

も、持続可能な介護保険制度を構築していくことが必要です。 

市民ニーズを把握しながら、居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービスの充実を図

るとともに、介護サービスの効果的・効率的な運用を図ります。 

 

 県が指定・監督を行うサービス 市が指定・監督を行うサービス 

介
護
サ
ー
ビ
ス 

【居宅サービス】 【地域密着型サービス】 

◎訪問介護 

◎訪問入浴介護 

◎訪問看護 

◎訪問リハビリテーション 

◎居宅療養管理指導 

◎通所介護 

◎通所リハビリテーション 

◎短期入所生活介護 

◎短期入所療養介護（老健） 

◎短期入所療養介護（病院等） 

◎短期入所療養介護 

（介護医療院） 

◎福祉用具貸与 

◎特定福祉用具購入費 

◎住宅改修 

◎特定施設入居者生活介護 

◎定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 

◎夜間対応型訪問介護 

◎認知症対応型通所介護 

◎小規模多機能型居宅介護 

◎認知症対応型共同生活介護 

◎地域密着型 

特定施設入居者生活介護 

◎地域密着型介護老人福祉施設 

入所者生活介護 

◎看護小規模多機能型居宅介護 

◎地域密着型通所介護 

【施設サービス】 

◎介護老人福祉施設 

◎介護老人保健施設 

◎介護医療院 

◎介護療養型医療施設 
【居宅介護支援】 

予
防
サ
ー
ビ
ス 

【介護予防サービス】 【地域密着型介護予防サービス】 

◎介護予防訪問入浴介護 

◎介護予防訪問看護 

◎介護予防 

訪問リハビリテーション 

◎介護予防 

居宅療養管理指導 

◎介護予防 

通所リハビリテーション 

◎介護予防 

短期入所生活介護 

◎介護予防短期入所療養介護 

（老健） 

◎介護予防短期入所療養介護 

（病院等） 

◎介護予防短期入所療養介護 

（介護医療院） 

◎介護予防福祉用具貸与 

◎特定介護予防福祉用具購入費 

◎介護予防住宅改修 

◎介護予防 

特定施設入居者生活介護 

◎介護予防 

認知症対応型通所介護 

◎介護予防 

小規模多機能型居宅介護 

◎介護予防 

認知症対応型共同生活介護 

【介護予防支援】 

 

 

第８期計画の実績値は、見える化システム（介護保険事業状況報告）の利用実績（令和５年

度（2023年度）については見込値）を記載しています。また、第９期計画の計画値については、

令和３年度（2021年度）、令和４年度（2022年度）、令和５年度（2023年度）（７月分まで）の各

年度の給付実績に基づいて推計された数値をベースに見込んでいます。 
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（１）居宅サービスの充実 

１ 訪問介護（ホームヘルプサービス） 

◎ 訪問介護員（ホームヘルパー）が家庭を訪問し、入浴、排泄等の身体介護や食事等の家

事援助等、日常生活上の介護や援助を行うものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

訪問介護 
回/年 38,918 39,600 39,674 37,052 37,432 38,173 

人/年 2,146 2,410 2,436 2,532 2,568 2,604 

 

２ 訪問入浴介護、介護予防訪問入浴介護 

◎ 入浴設備を備えた車（入浴車）で、看護職員、介護職員が寝たきりの高齢者等の家庭を

訪問し、入浴の介助を行うものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

訪問入浴介護 
回/年 1,339 1,620 1,562 1,375 1,465 1,558 

人/年 282 347 288 324 336 348 

介護予防 

訪問入浴介護 

回/年 0 0 0 0 0 0 

人/年 0 0 0 0 0 0 

合計 
回/年 1,339 1,620 1,562 1,375 1,465 1,558 

人/年 282 347 288 324 336 348 
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３ 訪問看護、介護予防訪問看護 

◎ 通院困難な高齢者の家庭に、訪問看護ステーション等の看護師、理学療法士、作業療法

士等が訪問し、主治医と連絡・調整を行いながら療養上の看護を行うものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

訪問看護 
回/年 5,139 5,516 5,122 6,422 6,443 6,526 

人/年 740 731 540 696 708 720 

介護予防 

訪問看護 

回/年 690 454 296 293 344 398 

人/年 135 101 60 72 84 96 

合計 
回/年 5,829 5,970 5,418 6,715 6,787 6,924 

人/年 875 832 600 768 792 816 

 

４ 訪問リハビリテーション、介護予防訪問リハビリテーション 

◎ 理学療法士や作業療法士等が家庭を訪問し、心身の機能の回復を図り、日常生活の自立

を助けるために理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行うものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

訪問 

リハビリテーション 

回/年 1,301 1,710 2,036 2,251 2,255 2,260 

人/年 175 222 288 264 264 264 

介護予防訪問 

リハビリテーション 

回/年 110 66 120 120 120 120 

人/年 14 9 12 12 12 12 

合計 
回/年 1,411 1,776 2,156 2,371 2,375 2,380 

人/年 189 231 300 276 276 276 
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５ 居宅療養管理指導、介護予防居宅療養管理指導 

◎ 医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士、歯科衛生士等が定期的に家庭を訪問し、療養上の

管理や指導を行うものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

居宅療養管理指導 人/年 977 983 1,068 1,308 1,332 1,356 

介護予防 

居宅療養管理指導 
人/年 42 59 108 120 132 144 

合計 人/年 1,019 1,042 1,176 1,428 1,464 1,500 

 

６ 通所介護（デイサービス） 

◎ 介護施設等に通い、入浴、食事の提供等の日常生活上の介護を受けるものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

通所介護 
回/年 50,422 48,270 47,930 49,414 50,134 50,585 

人/年 4,849 4,787 4,824 4,824 4,860 4,896 
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７ 通所リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション（デイケア） 

◎ 介護老人保健施設（老健）、病院等医療施設等に通い、当該施設において心身機能の維持・

回復や日常生活の自立を助けるため、理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーショ

ンを受けるものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

通所 

リハビリテーション 

回/年 7,449 6,696 6,811 6,882 7,048 7,178 

人/年 1,076 1,070 1,032 1,104 1,140 1,176 

介護予防通所 

リハビリテーション 
人/年 251 214 180 216 228 240 

合計 
回/年 7,449 6,696 6,811 6,882 7,084 7,178 

人/年 1,327 1,284 1,212 1,320 1,368 1,416 

 

８ 短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護（特養等ショートステイ） 

◎ 特別養護老人ホーム等の短期入所施設に短期間入所し、当該施設において入浴、排泄、食

事等の介護その他の日常生活上の介護、機能訓練を受けるものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

短期入所生活介護 
日/年 15,836 14,091 11,258 16,142 16,064 16,193 

人/年 1,545 1,440 1,248 1,428 1,452 1,476 

介護予防 

短期入所生活介護 

日/年 161 184 32 125 125 125 

人/年 20 21 12 12 12 12 

合計 
日/年 15,997 14,275 11,290 16,267 16,189 16,318 

人/年 1,565 1,461 1,260 1,440 1,464 1,488 
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９ 短期入所療養介護（老健）、介護予防短期入所療養介護（老健） 

◎ 介護老人保健施設（老健）に短期間入所し、看護や医学的管理下における介護、機能訓練

その他の必要な医療及び日常生活上の介護を受けるものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

短期入所療養介護 

（老健） 

日/年 250 322 170 334 334 334 

人/年 27 24 12 24 24 24 

介護予防短期入所 

療養介護（老健） 

日/年 0 0 0 0 0 0 

人/年 0 0 0 0 0 0 

合計 
日/年 250 322 170 334 334 334 

人/年 27 24 12 24 24 24 

 

10 短期入所療養介護（病院等）、介護予防短期入所療養介護（病院等） 

◎ 医療施設等に短期間入所し、看護や医学的管理下における介護、機能訓練その他の必要な

医療及び日常生活上の介護を受けるものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

短期入所療養介護 

（病院等） 

日/年 0 0 0 0 0 0 

人/年 0 0 0 0 0 0 

介護予防 

短期入所療養介護 

（病院等） 

日/年 0 0 0 0 0 0 

人/年 0 0 0 0 0 0 

合計 
日/年 0 0 0 0 0 0 

人/年 0 0 0 0 0 0 
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11 短期入所療養介護（介護医療院）、介護予防短期入所療養介護（介護医療院） 

◎ 介護医療院に短期間入所し、看護や医学的管理下における介護、機能訓練その他の必要な

医療及び日常生活上の介護を受けるものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

短期入所療養介護 

（介護医療院） 

日/年 0 0 0 0 0 0 

人/年 0 0 0 0 0 0 

介護予防 

短期入所療養介護 

（介護医療院） 

日/年 0 0 0 0 0 0 

人/年 0 0 0 0 0 0 

合計 
日/年 0 0 0 0 0 0 

人/年 0 0 0 0 0 0 

 

12 福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与 

◎ 日常生活上の便宜を図るため、あるいは、機能訓練等のために福祉用具の貸与を受けるも

のです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

福祉用具貸与 人/年 6,207 6,412 6,132 6,972 7,056 7,116 

介護予防 

福祉用具貸与 
人/年 1,187 965 936 1,056 1,080 1,104 

合計 人/年 7,394 7,377 7,068 8,028 8,136 8,220 
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13 特定福祉用具購入費、特定介護予防福祉用具購入費 

◎ 貸与になじまない特定福祉用具（特定介護予防福祉用具）を利用者が購入した際に、自己

負担分を除く額が償還払いによって支給されるものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

特定福祉用具 

購入費 
人/年 105 113 60 120 120 120 

特定介護予防 

福祉用具購入費 
人/年 27 13 12 24 24 24 

合計 人/年 132 126 72 144 144 144 

 

14 住宅改修、介護予防住宅改修 

◎ 日常生活の自立を助けるため、手すりの取り付けや引き戸等への扉の取り替え、段差解消

等住宅改修に対して、原則20万円を上限として、自己負担分を除く額を償還払いまたは受

領人払いによって支給されるものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

住宅改修 人/年 44 49 48 48 48 48 

介護予防住宅改修 人/年 26 14 12 24 24 24 

合計 人/年 70 63 60 72 72 72 
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15 特定施設入居者生活介護、介護予防特定施設入居者生活介護 

◎ 有料老人ホーム、介護利用型軽費老人ホーム（ケアハウス）等に入所している要介護者等

について、介護サービス計画（ケアプラン）に基づき、入浴、排泄、食事等の介護その他

の日常生活の介護、機能訓練及び療養上の介護を受けるものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

特定施設 

入居者生活介護 
人/月 22 22 20 22 22 28 

介護予防特定施設 

入居者生活介護 
人/月 2 2 2 2 2 2 

合計 人/月 24 24 22 24 24 30 

 

16 居宅介護支援、介護予防支援 

◎ 居宅介護支援は、ケアマネジャーが在宅で介護を受ける方の心身の状況や希望等を踏まえ、

自立した日常生活の支援を効果的に行うために、継続的かつ計画的に介護サービスに関す

る計画（居宅介護サービス計画）を作成し、これらが確実に提供されるよう介護サービス

提供機関との連絡調整等を行うものです。 

◎ 介護予防支援は、利用者の状態に適したサービスが確実に提供されるよう、地域包括支援

センターにより作成された介護予防サービス計画に基づき、サービス事業者等との連絡調

整等を行うものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

居宅介護支援 人/年 8,996 9,211 8,988 9,012 9,060 9,132 

介護予防支援 人/年 1,409 1,144 1,044 1,416 1,452 1,488 

合計 人/年 10,405 10,355 10,032 10,428 10,512 10,620 
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（２）地域密着型サービスの充実 

可能な限り、自宅または住み慣れた地域において、自立した日常生活を営めるよう、身近な

地域で提供されることが適切なサービス類型として第３期計画からスタートしました。 

 

サービス名称 

対象者 

サービス内容 要
介
護 

要
支
援 

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ○ - 

日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問

看護を一体的に、またはそれぞれが

密接に連携しながら、定期巡回型訪

問と随時の対応を行う 

②夜間対応型訪問介護 ○ - 
夜間の定期的巡回や、夜間に通報を

受けた場合に、訪問介護を実施 

③地域密着型通所介護 ○ - 

定員が18人以下の介護施設等に通

い、入浴、食事の提供等の日常生活上

の介護を受ける 

④認知症対応型通所介護、 

介護予防認知症対応型通所介護 
○ ○ 

認知症の人に対応したメニューで実

施する通所介護（デイサービス） 

⑤小規模多機能型居宅介護、 

介護予防小規模多機能型居宅介護 
○ ○ 

29人以下が登録し、様態に応じて18

人以下が通い（デイサービスや訪問

介護）、９人以下が泊まり（ショート

ステイ）のサービスを実施 

⑥認知症対応型共同生活介護、 

介護予防認知症対応型共同生活介護 
○ ○ 

認知症の人が、共同生活を営むべき

住居において、入浴、排せつ、食事等

の介護その他の日常生活上のケアお

よび機能訓練を実施 

⑦地域密着型特定施設入居者生活介護 ○ - 
29人以下が入所できる小規模の介護

専用型特定施設（有料老人ホーム等） 

⑧地域密着型 

介護老人福祉施設入所者生活介護 
○ - 

29人以下が入所できる小規模の特別

養護老人ホーム 

⑨看護小規模多機能型居宅介護 ○ - 

小規模多機能型居宅介護と訪問看護

を組み合わせ、介護と看護のサービ

スの一体的な提供を行う 
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相違点 
地域密着型サービス・ 

地域密着型介護予防サービス 
居宅サービス・施設サービス 

①利用可能な人 
原則として、その市町村の被保

険者のみが利用 

他市町村の被保険者でも利用

可能 

②事業者に対する権限 
市町村が指定、指導、監督等を

実施 

居宅サービスは県が指定、市が

指導、監督等を実施 

施設サービスは県が指定、指

導、監督等を実施 

③定員などの基準や報酬

単価の設定 

地域の実情に応じた基準や報

酬単価を市町村が決定 

全国一律の基準や報酬単価を

適用 

④計画値の設定 

（計画書への掲載単位） 

日常生活圏域ごとに計画値を

掲載 

市町村単位で一括して目標値

を掲載 

⑤設定のあり方 

公平・公正の観点から、地域住

民や保健医療福祉関係者等で

構成される「介護保険運営協議

会」における審議を要する 

- 
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１ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

◎ 要介護者宅へ定期的な巡回訪問や随時通報により家庭を訪問し、入浴、排泄、食事等の介

護や日常生活上のお世話を行うものです。また、医師の指示により、看護師等が家庭にお

いて療養上の世話または診療の補助を行うものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

定期巡回・随時 

対応型訪問介護看護 
人/年 8 1 0 0 0 0 

 

２ 夜間対応型訪問介護 

◎ 在宅においても夜間を含めた24時間を安心して生活できることを目的に、定期的な巡回訪

問及び通報等による随時対応により、要介護者（要介護３以上）の在宅でのケアを行うも

のです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

夜間対応型 

訪問介護 
人/年 0 0 0 0 0 0 

 

３ 地域密着型通所介護 

◎ 利用定員18人以下の介護施設等に通い、入浴、食事の提供等の日常生活上の介護を受ける

ものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

地域密着型 

通所介護 

回/年 9,056 8,722 8,158 8,714 9,142 9,434 

人/年 1,224 1,180 1,068 1,236 1,284 1,332 
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４ 認知症対応型通所介護、介護予防認知症対応型通所介護 

◎ 脳血管疾患、アルツハイマー病、その他の要因に基づく脳の器質的な変化により、日常生

活に支障が生じる程度にまで記憶機能及びその他の認知機能が低下した状態にある要介

護者に対し、認知症専用単独型や認知症併設型のデイサービスセンターにおいて、入浴、

排泄、食事等の介護、及びその他の日常生活上の世話や機能訓練を行うものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

認知症対応型 

通所介護 

回/年 0 0 0 0 0 0 

人/年 0 0 0 0 0 0 

介護予防認知症 

対応型通所介護 

回/年 0 0 0 0 0 0 

人/年 0 0 0 0 0 0 

合計 
回/年 0 0 0 0 0 0 

人/年 0 0 0 0 0 0 

 

５ 小規模多機能型居宅介護、介護予防小規模多機能型居宅介護 

◎ 在宅における生活の継続支援を目的に、要介護者の様態や希望に応じて、通いを中心に随

時、訪問や泊まりを組み合わせて日常生活上のケアを行うものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

小規模多機能型 

居宅介護 
人/年 234 242 540 504 516 528 

介護予防小規模 

多機能型居宅介護 
人/年 32 15 12 12 12 12 

合計 人/年 266 257 552 516 528 540 
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６ 認知症対応型共同生活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

◎ 認知症の状態にある要介護者が５名～９名で共同生活をしながら、家庭的な雰囲気の中で

介護スタッフによる食事、入浴、排泄等日常生活の支援や機能訓練を受けるものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

認知症対応型 

共同生活介護 
人/月 16 16 18 18 18 18 

介護予防認知症 

対応型共同生活介護 
人/月 0 0 0 0 0 0 

合計 人/月 16 16 18 18 18 18 

 

７ 地域密着型特定施設入居者生活介護 

◎ 入居者が要介護者とその配偶者に限定されている定員29名以下の有料老人ホームに入所

している要介護者に対してケアを行うものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

地域密着型特定 

施設入居者生活介護 
人/月 0 0 0 0 0 0 

 

８ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

◎ 定員が29名以下の特別養護老人ホームに入所している要介護者に対し、ケアを行うもので

す。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

地域密着型 

介護老人福祉施設 

入所者生活介護 

人/月 94 88 80 85 85 85 
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９ 看護小規模多機能型居宅介護 

◎ 要介護者に対して、訪問看護と小規模多機能型居宅介護と訪問介護等を組み合わせて一体

的に提供することにより、効果的かつ効率的となるサービスを行うものです。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

看護小規模 

多機能型居宅介護 
人/年 0 1 0 348 348 696 

 

10 必要利用定員総数 

◎ 地域密着型サービスにかかる必要利用定員総数を定めます。計画値は以下のとおりです。 

 

 

計画値 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 85 85 85 

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 

認知症対応型共同生活介護 18 18 18 
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（３）施設サービスの充実 

１ 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

◎ 寝たきりや認知症により常時介護が必要な中重度者で、自宅での介護が困難な方が入所し、

食事や入浴、排泄等日常生活に必要な介護を受けるものです。 
 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

介護老人福祉施設 人/月 148 149 142 158 158 158 

 

２ 介護老人保健施設（老人保健施設） 

◎ 要介護状態の方で、症状が安定し、自宅に戻れるようリハビリテーションに重点を置いたケ

アが必要な方が、医学的管理の下で看護、機能訓練、日常生活上の介護を受けるものです。 
 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

介護老人保健施設 人/月 133 118 124 134 134 134 

 

３ 介護医療院 

◎ 日常的な医学管理が必要な重度要介護者の受け入れや、看取り・ターミナル等の機能と、

生活施設としての機能を一体的に提供するものです。 
 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

介護医療院 人/月 5 6 9 9 9 9 

 

４ 介護療養型医療施設 

◎ 急性期の治療が終わり、療養や介護が必要な方が入所し、療養上の管理、看護、医学的な

管理の下、介護や機能訓練等の必要な医療・介護を受けるものです。令和５年度（2023年

度）末で廃止されます。 
 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

介護療養型 

医療施設 
人/月 0 0 0    



78 

（４）介護サービスの効果的・効率的な運用 

１ 要介護認定の適正化 

◎ 要介護認定の新規、更新、区分変更に係る認定調査内容について、判断基準に照らして点

検を行います。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

認定調査の結果についての

保険者による点検 
全件 全件 全件 全件 全件 全件 

 

２ ケアプランの点検 

◎ ケアマネジャーが作成した居宅介護サービス計画等の内容が適切なものか点検を行い、必

要に応じ助言・指導を行います。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

ケアプランの点検 45 60 18 60 60 60 

 

３ 住宅改修等の点検 

◎ 住宅改修費申請時に、改修理由の確認や利用者の居宅訪問、工事見積書の点検を行い、利

用者の状態にあった改修が行われているかの確認を行います。必要に応じ建築専門職、リ

ハビリテーション専門職等に助言を求めます。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

住宅改修の点検 全件 全件 全件 全件 全件 全件 
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４ 福祉用具貸与・購入の点検 

◎ 書面による点検を実施します。うち、受給者の状況と利用する用具の関連性に疑義のある

事案、国が公表する平均価格と乖離した金額の事案、再購入された事案等について、事業

所や介護支援専門員への利用状況等の問合せ、または現地調査を実施します。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

福祉用具貸与・購入の 

点検 
全件 全件 全件 全件 全件 全件 

 

５ 医療情報との突合・縦覧点検 

◎ 国保連合会介護給付適正化システムから提供される「医療情報との突合」「縦覧点検」情報

の確認等について点検を行います。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

医療情報との突合・ 

縦覧点検 
月1回 月1回 月1回 月1回 月1回 月1回 

 

６ 介護給付費通知 

◎ 利用者本人（又は家族）に対して、利用したサービスの内容、費用額及び給付額等を記載

した通知を定期的に送付します。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

介護給付費通知 年2回 年2回 年2回 年2回 年2回 年2回 
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基本目標３ 安心・安全に暮らせるまち 

１．認知症施策の推進（大月市認知症対策推進計画） 

高齢化の進行に伴い、認知症高齢者の増加が見込まれる中、高齢化率が高く、今後地域の担

い手の減少が予測される大月市において、認知症施策を充実させることは必要不可欠です。 

本項を「大月市認知症対策推進計画」として位置づけ、普及啓発・本人発信支援、予防、医

療・ケア・介護サービス・介護者への支援、認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人へ

の支援・社会参加支援を展開し、認知症に対する支援を総合的に展開していきます。 

 

（１）普及啓発・本人発信支援 

１ 認知症に関する理解促進 

◎ 認知症に関するポスターの掲示やパンフレットの配布、広報誌等を活用し、認知症に関

する広報・啓発活動を行います。 

◎ 「大月市認知症フォーラム」や「大月市認知症地域公開講座」等の各種イベントや講座

を開催し、認知症について正しい理解が得られる機会を充実させます。 

◎ 認知症に関する正しい理解を持てるよう、図書館や関係機関と連携し、周知に努めます。 

◎ 認知症サポーター養成講座等を開催し、認知症に対する正しい理解が得られる場を整備

します。 

◎ 認知症サポーター養成講座を受講した方を実際に地域の中で活動・活躍の場へつなげる

ために「ステップアップ講座」を行います。 

◎ 教育機関との連携やホームページ、ＳＮＳ等を活用し、子どもや若い世代への理解を促

進します。 

◎ 小学生を対象とした認知症サポーター養成講座を実施することで、早期から認知症に対

する正しい理解を得られる環境を整備するとともに、キッズサポーターを養成します。 

◎ 世界アルツハイマーデー及び月間に、関係機関と連携し、集中的な普及・啓発を行いま

す。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

認知症サポーター数 

（人/年） 
0 110 10 100 100 100 

認知症サポーター数 

（累計） 
2,454 2,564 2,574 2,674 2,774 2,874 

キッズサポーター数 

（人/年） 
0 0 0 20 20 20 

キッズサポーター数 

（累計） 
32 32 32 52 72 92 
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２ 相談先の周知 

◎ 大月市資源マップ（認知症ケアパス）等の配布を通じて、相談先の周知を行います。 

◎ 総合相談窓口である地域包括支援センターの周知を行います。 

 

３ 認知症の人本人からの発信支援 

◎ 認知症の人本人が自身の希望や必要としていること等を本人同士で語り合う「本人ミー

ティング」に取り組みます。 

◎ 認知症の人本人と共に普及・啓発に取り組みます。 

 

（２）予防 

１ 認知症予防に資する可能性のある活動の推進 

◎ 関係機関と連携し、運動不足の改善、糖尿病や高血圧等の生活習慣病の予防に関する情

報提供等を通じた支援を展開します。 

◎ 認知症の予防につながる健康習慣や食習慣に関する情報提供を充実させます。 

◎ 自分たちでプログラムに沿いながらグループで認知症予防に関する取り組みを行う地

域型認知症予防プログラム「いきいきニンニン活動」をはじめ、認知症予防につながる

各種教室の充実を図ります。 

◎ 社会的孤立の解消や役割保持等のため、地域において高齢者が身近に通える「通いの場」

を増やします。 

◎ 認知症の人やその家族のニーズを把握するために、調査研究を行います。 
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（３）医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

１ 早期発見・早期対応、医療体制の整備 

◎ 認知症初期集中支援チームを中心として、認知症の早期発見・早期治療を含めた総合的

な支援体制を充実させます。 

◎ 地域包括支援センター等の相談事業を通じて、認知症の早期発見・早期対応を実施して

いきます。 

◎ 認知症地域支援推進員を含む認知症初期集中支援チーム員会議を実施し、初期支援を包

括的かつ集中的に実施します。 

◎ 医療機関やオレンジカフェ等の身近な相談機関との連携を図ることで、早期発見・早期

支援の体制を整備します。 

◎ 身近なかかりつけ医が早期に認知症に気づき、適切な機関につなげることができるよう、

認知症サポート医や初期集中支援チーム、認知症疾患医療センター等とネットワークを

築き、地域で支援します。 

◎ 地域包括支援センター、かかりつけ医、認知症疾患医療センター等、地域の関係機関に

おいて、日頃から有効な連携ネットワークを築きます。 

◎ 認知症ケアパスを活用し、認知症の進行にあわせた適切な支援を可能にします。 

◎ 認知症施策の推進ワーキングを開催し、関係機関が連携して支援できる環境を充実させ

ます。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

初期集中支援チーム員 

会議開催（回/年） 
0 0 3 12 12 12 

認知症施策の推進 

ワーキング開催（回/年） 
1 1 1 1 1 1 
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２ 医療従事者等の認知症対応力向上の促進 

◎ 認知症の容態に応じた療養環境の調整やケア体制の構築等について専門的な知識と技

術を有する看護師である認知症認定看護師と協力し、研修の場の確保などを通じて、医

療従事者や介護従事者の認知症対応力の向上に努めます。 

 

３ 介護サービス基盤整備・介護人材確保・介護従事者の認知症対応力向上の推進 

◎ 認知症になっても、それぞれの状況に応じて介護サービスを利用できるよう認知症対応

型共同生活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護（グループホーム）をはじめとす

る介護サービスを、市民ニーズや地域の実情を踏まえ整備していきます。 

 

４ 認知症の人の介護者の負担軽減の推進 

◎ 認知症の人の家族の介護負担の軽減を図るため、認知症の人とその家族、地域住民及び

専門職の誰もが参加し、集える場所として、認知症カフェの開設及び運営を行います。 

◎ 認知症の人の家族等が正しく認知症について理解し、対応できるようになり、心身的負

担の軽減につながるよう、認知症地域支援推進員や初期集中支援チームが支援していき

ます。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

認知症カフェ開催 

（回/年） 
0 0 3 12 12 12 
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（４）認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支援・社会参加支援 

１ バリアフリーのまちづくりの推進 

◎ 認知症の人本人の視点に立ち、本人の声を聴きながら、認知症になっても生活できるよ

う、公共交通施設や建築物等のバリアフリー化を推進します。 

 

２ 地域支援体制の強化 

◎ 郵便局、生活協同組合、金融機関等の民間事業者による高齢者の異変を地域包括支援セ

ンターへ伝える「すまいるネットワーク（みまもりネット事業）」を行います。 

◎ 徘徊等で行方不明となった際に、タクシー会社、路線バス、民生委員等の登録した事業

所や機関に、捜査の協力を依頼する「ＳＯＳ通信」を実施します。 

◎ 認知症等で徘徊の可能性のある高齢者の情報を事前に登録し、家族や警察署・地域包括

支援センターで情報を共有する「オレンジ登録制度」を実施します。 

◎ 認知症の人と家族、地域住民、専門職等、誰もが参加でき、集うことができる場、つな

がりの場である「katsuradaiオレンジカフェ」を開催します。 

◎ 徘徊した認知症高齢者を適切に保護できるように、認知症高齢者徘徊捜索模擬訓練や認

知症高齢者声かけ研修会を実施します。 

◎ 民生委員との連携や地域包括支援センターによる電話相談の実施等を通じて、認知症に

ついて気軽に相談しやすい体制を整備します。 

◎ 緊急連絡先や必要な支援内容などが記載され、日常生活で困った際に周囲の理解や支援

を求めるための「ヘルプカード」の周知・利用を勧めます。 

◎ 認知症サポーター養成講座受講者を対象に、ステップアップ講座を実施していきます。 

◎ ステップアップ講座を受講した認知症サポーター等をチームのメンバーとして、認知症

の人やその家族を必要に応じた具体的な支援につなげていく「チームオレンジ」を設置

します。 

◎ 地域の中で活動を行っている「大月市認知症家族の会」や「大月市保健活動推進員会」

等をはじめとする各組織と連携を強化し、地域の中で安心して暮らしていける環境を整

備します。 

◎ 認知症に対する取り組みを行っている企業や事業所と連携を図り、認知症になっても暮

らしやすい地域づくりを行います。 

 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

ステップアップ講座受講者数 

（人/年） 
0 0 0 30 50 50 

チームオレンジ設置数 0 0 0 1 1 1 
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３ 認知症に関する取り組みを実施している企業等の認証制度や表彰 

◎ 山梨県が登録する「認知症サポート事業所」への登録が増え、認知症の人が住みやすい

地域づくりを目指すため、企業や事業所に対して登録への支援を実施します。 

 

４ 成年後見制度の利用促進 

◎ 成年後見制度の利用が必要な認知症等の人が制度を利用できる地域体制の構築を図る

ため、「大月市成年後見制度利用促進基本計画」に基づき、成年後見制度の利用促進に係

る施策を展開します。 

 

５ 成年後見制度の普及促進 

◎ 認知症の人の権利を守る成年後見制度について、市民に対する制度の広報・啓発に取り

組みます。 

◎ 市民後見人としての業務を適正に行うために必要な知識や技術を習得できるよう、講座

修了生に対する継続的な研修を開催し、市民後見人の育成を進めます。 

 

６ 成年後見制度利用支援 

◎ 親族等による後見開始の審判の請求が期待できない高齢者については、市長が審判の申

立を行います。申立経費や後見人等の報酬を負担することが困難な高齢者には、申立経

費や後見人等の報酬の助成を行います。 

 

７ 中核機関の設置及び機能と業務 

◎ 成年後見制度の中核機関を設置するとともに、中核機関が担うべき機能を果たすため、

協議会・定例会を開催し、地域課題の検討・調整・解決、不正防止のあり方の検討や相

談案件の進捗状況や対応の方向性の確認、法人後見の適否を含めた候補者調整を行いま

す。 

◎ 中核機関において、１）広報業務、２）相談業務、３）成年後見制度利用促進業務、４）

担い手の育成・活動の促進、５）日常生活自立支援事業等関連制度からのスムーズな移

行、６）後見人支援機能・不正防止効果を図るための業務を行います。 
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８ 権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり 

◎ 中核機関を核として、本人の親族や弁護士などの専門職団体、地域の関係機関などが連

携するネットワークにより、本人及び後見人等を支援する体制づくりに取り組みます。 

 

９ 虐待防止施策の推進 

◎ 市民に対し、認知症の人への虐待防止に関する取り組みとして、広報周知・パンフレッ

ト配布等を行い啓発に取り組みます。 

◎ 地域包括支援センターを中心に、ケアマネジャー会議や介護サービス事業所の研修会、

民生委員定例会等で高齢者虐待防止について説明やパンフレットの配布を行い、事業所

等の通常業務や活動時において、速やかな発見・通報を受け迅速な対応が図れるよう支

援します。 

◎ 高齢者の虐待防止の早期発見・早期対応を実現するために、関係機関と連携を図ること

でネットワークづくりを強化していきます。 

 

10 認知症に関する様々な民間保険の推進 

◎ 認知症になっても本人や家族が安心して暮らしていけるように、民間保険の事業化につ

いて検討します。 

 

11 若年性認知症の人への支援 

◎ 若年性認知症に対する今後の対策を検討するために、調査を通じた実態把握を行うとと

もに、対応策を検討します。 

◎ 若年性認知症コーディネーターやコールセンターについての周知を行います。 

 

12 社会参加支援 

◎ 認知症になっても支える側として生きがいを持って活躍できる機会の創出に努めます。 

◎ デイサービスなどの介護サービスにおいても、認知症の人をはじめ、利用者の社会参加

や社会貢献の活動を後押しできるよう、対応策を検討します。 
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２．地域福祉活動の推進 

地域における支え合い等の地域福祉活動が盛んになることは地域共生社会の実現の基盤と

なります。地域における支え手の減少が見込まれる大月市にとって、地域福祉人材の育成は今

後ますます重要となっていきます。 

地域福祉意識の高揚やボランティア活動等への支援を展開することで、地域福祉活動を活性

化させ、地域における支え手を増やしていきます。 

（１）地域福祉意識の高揚 

１ 地域福祉に関する啓発 

◎ 地域福祉の推進を図るための広報活動として、引き続き広報誌を発行して情報提供を行

い、地域福祉の必要性を啓発していきます。 

◎ 若年層や幅広い住民への啓発活動に取り組んでもらえるよう、ホームページやＳＮＳ等

の様々な情報媒体を活用し、情報提供を図ります。 

◎ 地域福祉大会や地域福祉懇談会を開催し、地域福祉の推進を図ります。 

 

２ 関係機関との連携 

◎ 社会福祉協議会や市内の福祉に関する関係団体と連携し、地域福祉に関する意識の高揚

を図ります。 

 

（２）ボランティア活動等への支援 

１ ボランティア人材の養成 

◎ 手話奉仕員養成講座や介護予防サポーター養成講座等のボランティア養成講座を開催

し、ボランティア人材の育成に努めます。 

◎ 地域で高齢者を支える仕組みとして有償ボランティア制度の構築について住民主体の

活動を行っているおおつきお助け隊と連携しながら検討していきます。 
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２ ボランティアへの支援 

◎ ボランティアセンターを設置し、ボランティア活動の更なる充実を図ることができる体

制を整備します。 

◎ ボランティアだよりの発行や、地域のボランティア活動について広報誌やホームページ

等で情報発信することで、ボランティア活動の普及啓発を図ります。 

◎ 有償ボランティア制度の導入を検討するとともに、令和4年度から開始した「大月市介護

予防いきいきボランティア活動支援事業」の周知や制度の充実を図ります。 
 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

大月市介護予防いきいき 

ボランティア活動支援事

業の参加事業所数累計 

（事業所/年） 

0 5 6 10 15 20 

いきいきボランティア 

ポイントへの登録者数 

累計 

（人/年） 

0 18 18 20 25 30 

３．安心・安全な生活環境の充実 

安心・安全な生活環境は住み慣れた地域で安心して暮らしていくための基盤となる必要不可

欠なものです。外出しやすいまちづくりといったハード面だけではなく、権利擁護や虐待防止、

災害時の対応等、様々な視点から支援を展開していくことが重要です。 

高齢者の権利擁護・虐待防止の推進や外出しやすいまちづくりの推進、災害や感染症対策に

係る体制整備、交通安全対策と防犯体制の促進を展開していくことで、高齢者がいつまでも住

み慣れた地域で安心・安全に生活できる環境を充実させます。 

 

（１）高齢者の権利擁護・虐待防止の推進 

１ 権利擁護に関する取り組みの推進 

◎ 「大月市成年後見制度利用促進基本計画」に基づき、中核機関を核として、本人の親族

や弁護士などの専門職団体、地域の関係機関などが連携するネットワークにより、本人

及び後見人等を適切に支援する体制づくりに取り組みます。 

◎ 市民向けの出前講座や講演会、介護サービス事業者等を対象とした研修会の実施、また、

広報誌やホームページ等を通じて、高齢者の権利擁護や成年後見制度の普及啓発を図り

ます。 

◎ 市民後見人養成フォローアップ研修等を継続して行い、市民後見人の育成を進めます。 
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２ 虐待防止に向けた取り組みの推進 

◎ 高齢者虐待防止マニュアルを広く市民や関係機関に周知、配布することを通じて、高齢

者虐待に関する啓発を行います。 

◎ 関係機関等との連携や成年後見制度の活用、専門職同士のネットワークの強化を図るこ

とで、多職種連携による適切な支援体制を整備します。 

◎ 市民向けの出前講座や講演会、介護サービス事業者等を対象とした研修会の実施を通じ

て、高齢者虐待に関する啓発を行います。 

◎ 虐待を受けた高齢者の迅速かつ適切な保護及び家族・親族などの養護者に対する支援を

行うため、地域包括支援センター、大月市社会福祉協議会、病院、保健所、その他の関

係機関及び民間団体等との連携を強化します。 

◎ 緊急一時保護施設として市内の施設だけではなく市外の施設を利用できるよう、近隣の

市町村及び関係機関との連携を図ります。 

 

（２）外出しやすいまちづくりの推進 

１ ユニバーサルデザインの推進 

◎ 公共施設のバリアフリー化を継続して進めるとともに、高齢者の利用が多い民間施設に

協力を働きかけ、生活環境の安全性と利便性の確保に努めます。 

◎ ユニバーサルデザインの考え方に関する普及啓発活動に積極的に取り組みます。 

 

２ 交通手段の確保 

◎ 大月市地域公共交通計画に基づき、高齢者の移動支援を充実させます。 

◎ 高齢者等が公共交通機関を活用できる体制づくりに努めます。 

◎ 高齢者等の利用が多い公共交通については、高齢者が利用しやすいサービスの提供や交

通手段の確保に努めます。 

◎ 免許返納時の様々な機会の活用や路線バス事業者と連携した「シルバーお出かけパス」

の普及・周知に努めます。 

◎ 免許返納後も安心して移動できるように様々な支援を展開していきます。 
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（３）災害や感染症対策に係る体制整備 

１ 災害時支援体制の整備 

◎ 避難行動要支援者名簿の整備・更新を行うとともに、大月市災害時要援護者登録制度の

登録者数の増加を図り、災害時・発災時に支援が必要な人に適切な支援が行える体制を

整備します。 

◎ 大月市地域防災リーダー養成講習会の開催や、自主防災活動に関する出前講座を実施す

ることで、防災に関する意識啓発を行います。 

◎ 自主防災会代表及び地区代表合同防災会議を開催し、自主防災活動の活性化につながる

取り組みを推進します。 

◎ 住宅用火災警報器等の設置・点検・交換について広報誌等を用いて周知を行います。 
 

２ 感染症対策に関する体制の整備 

◎ 感染症が発生した際の対応計画の策定を市内事業所に要請します。 

◎ 県と連携し、感染症の予防及び蔓延防止の措置について指導を行います。 

◎ 換気・消毒・手洗い・マスクの着用等の感染症予防及び拡大防止や必要な物資の備蓄の

必要性について周知します。 

◎ 市内事業所において感染症あるいはその疑いのある者が発生したした場合には、速やか

に市や関係機関への報告を行うよう周知徹底します。 

（４）交通安全対策と防犯体制の促進 

１ 交通安全対策 

◎ 高齢者の交通安全対策として、警察等との連携のもと、交通安全教育の普及啓発をＳＮ

ＳやＣＡＴＶ等の様々なツールを活用して展開していきます。 

◎ 高齢者の免許返納を周知するとともに、地域の実情を考慮し、シルバーお出かけパスの

活用を推進します。 

◎ 高齢者が夕暮れから夜間の歩行時、交通事故に遭わないように反射材着用を促進します。 
 

２ 防犯体制の促進 

◎ 警察署・交番・地域安全推進員・校区安全会議、その他の地域ボランティア等との連携

を強化し、犯罪の被害防止に向けて地域防犯活動に積極的に取り組みます。 

◎ 高齢者が悪質な訪問販売や電話詐欺被害等に遭わないように、消費者教育や相談窓口の

充実に努めるとともに、クーリングオフ制度や消費生活センターの利用について、広報

誌等による啓発を行います。 

◎ 電話詐欺抑止電話装置貸出事業の実施により、高齢者の電話詐欺等の被害防止に努めます。 

◎ 防災無線を活用した注意喚起を実施します。 

◎ 不法投棄監視や犯罪の防止を目的とした生活環境・防犯パトロールを週に６日実施します。 
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第５章 介護保険事業費の算定 

 

１．介護保険事業費の算定 

（１）介護保険事業給付費の推計 

各計画年度における介護保険事業に係る給付費の見込みは、以下の数式で算出されます。第

９期計画期間のサービス給付に必要な総額は9,356,094,065円となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 
総給付費 

特定入所者 

介護サービス費

等給付費 

高額介護 

サービス費等 

給付費 

高額医療合算 

介護サービス費

等給付費 

算定対象審査 

支払手数料 
標準給付費 

介護給付費 予防給付費 総給付費 

標準給付費 地域支援事業費 
サービス給付に 

必要な総額 

＋ ＝ 

＋ ＋ ＋ ＋ ＝ 

＋ ＝ 
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１ 介護給付費 
 

単位：円 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

（１）居宅サービス 

 訪問介護 130,020,000 131,587,000 134,198,000 395,805,000 

 訪問入浴介護 17,661,000 18,854,000 20,056,000 56,571,000 

 訪問看護 33,605,000 33,749,000 34,150,000 101,504,000 

 訪問リハビリテーション 7,346,000 7,366,000 7,382,000 22,094,000 

 居宅療養管理指導 10,654,000 10,856,000 11,043,000 32,553,000 

 通所介護 417,648,000 423,013,000 426,802,000 1,267,463,000 

 通所リハビリテーション 66,393,000 67,973,000 69,080,000 203,446,000 

 短期入所生活介護 139,329,000 138,674,000 139,767,000 417,770,000 

 短期入所療養介護（老健） 3,436,000 3,441,000 3,441,000 10,318,000 

 短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0 

 短期入所療養介護（介護医療院） 0 0 0 0 

 福祉用具貸与 91,355,000 92,343,000 93,063,000 276,761,000 

 特定福祉用具購入費 3,886,000 3,886,000 3,886,000 11,658,000 

 住宅改修 4,846,000 4,846,000 4,846,000 14,538,000 

 特定施設入居者生活介護 54,713,000 54,782,000 69,407,000 178,902,000 

（２）地域密着型サービス 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 0 0 0 

 夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 

 地域密着型通所介護 70,450,000 73,572,000 75,648,000 219,670,000 

 認知症対応型通所介護 0 0 0 0 

 小規模多機能型居宅介護 110,212,000 113,344,000 115,498,000 339,054,000 

 認知症対応型共同生活介護 55,703,000 55,774,000 55,774,000 167,251,000 

 地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 

 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 304,741,000 305,127,000 305,127,000 914,995,000 

 看護小規模多機能型居宅介護 73,525,000 73,104,000 145,845,000 292,474,000 

（３）施設サービス 

 介護老人福祉施設 511,161,000 511,808,000 511,808,000 1,534,777,000 

 介護老人保健施設 441,458,000 442,017,000 442,017,000 1,325,492,000 

 介護医療院 44,182,000 44,238,000 44,238,000 132,658,000 

 介護療養型医療施設     

（４）居宅介護支援 139,972,000 140,925,000 142,089,000 422,986,000 

介護給付費計 2,732,296,000 2,751,279,000 2,855,165,000 8,338,740,000 
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２ 予防給付費 
 

単位：円 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

（１）介護予防サービス 

 介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0 

 介護予防訪問看護 1,852,000 2,187,000 2,534,000 6,573,000 

 介護予防訪問リハビリテーション 360,000 360,000 360,000 1,080,000 

 介護予防居宅療養管理指導 1,614,000 1,736,000 1,856,000 5,206,000 

 介護予防通所リハビリテーション 7,534,000 7,811,000 8,079,000 23,424,000 

 介護予防短期入所生活介護 847,000 848,000 848,000 2,543,000 

 介護予防短期入所療養介護（老健） 0 0 0 0 

 介護予防短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0 

 介護予防短期入所療養介護（介護医療院） 0 0 0 0 

 介護予防福祉用具貸与 6,148,000 6,289,000 6,430,000 18,867,000 

 特定介護予防福祉用具購入費 762,000 762,000 762,000 2,286,000 

 介護予防住宅改修 1,989,000 1,989,000 1,989,000 5,967,000 

 介護予防特定施設入居者生活介護 1,893,000 1,896,000 1,896,000 5,685,000 

（２）地域密着型介護予防サービス 

 介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 0 

 介護予防小規模多機能型居宅介護 476,000 477,000 477,000 1,430,000 

 介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0 0 

（３）介護予防支援 6,624,000 6,801,000 6,970,000 20,395,000 

介護予防給付費計 30,099,000 31,156,000 32,201,000 93,456,000 

 

単位：円 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

総給付費（介護給付費＋介護予防給付費） 2,762,395,000 2,782,435,000 2,887,366,000 8,432,196,000 

 

３ 標準給付費 
 

単位：円 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

総給付費 2,762,395,000 2,782,435,000 2,887,366,000 8,432,196,000 

特定入所者介護サービス費等給付額（財政影響額調整後） 125,755,721 125,675,176 126,234,443 377,665,340 

 特定入所者介護サービス費等給付額 124,005,181 123,769,131 124,319,916 372,094,228  

 制度改正に伴う財政影響額 1,750,540 1,906,045 1,914,527 5,571,112  

高額介護サービス費等給付額（財政影響額調整後） 65,634,169 65,601,623 65,893,556 197,129,348 

 高額介護サービス費等給付額 64,615,925 64,492,925 64,779,925 193,888,775  

 利用者負担の見直し等に伴う財政影響額 1,018,244 1,108,698 1,113,631 3,240,573  

高額医療合算介護サービス費等給付額 7,514,735 7,500,431 7,533,808 22,548,974 

算定対象審査支払手数料 3,171,760 3,165,692 3,179,796 9,517,248 

 審査支払手数料一件あたり単価 82 82 82  

 審査支払手数料支払件数 38,680 38,606 38,778 116,064 

 審査支払手数料差引額 0 0 0 0 

標準給付費見込額 2,964,471,385 2,984,377,922 3,090,207,603 9,039,056,910 
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４ 地域支援事業費 
 

単位：円 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

地域支援事業費 105,665,868 105,678,524 105,692,763 317,037,155 

 介護予防・日常生活支援総合事業費 56,644,062 56,656,718 56,670,957 169,971,737 

 
包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）

及び任意事業費 
43,038,806 43,038,806 43,038,806 129,116,418 

 包括的支援事業（社会保障充実分） 5,983,000 5,983,000 5,983,000 17,949,000 

 

【介護予防・日常生活支援総合事業】 

単位：円 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

訪問介護相当サービス 
 8,396,794 8,396,794 8,396,794 25,190,382 

（利用者数：人） (450) (450) (450) (1,350) 

訪問型サービスＡ 
 0 0 0 0  

（利用者数：人） 0 0 0 0  

訪問型サービスＢ 0 0 0 0 

訪問型サービスＣ 0 0 0 0 

訪問型サービスＤ 0 0 0 0 

訪問型サービス（その他） 0 0 0 0 

通所介護相当サービス 
 31,910,018 31,910,018 31,910,018 95,730,054 

（利用者数：人） (1,065) (1,065) (1,065) (3,195) 

通所型サービスＡ 
 0 0 0 0 

（利用者数：人） (0) (0) (0) (0) 

通所型サービスＢ 0 0 0 0 

通所型サービスＣ 2,742,000 2,742,000 2,742,000 8,226,000 

通所型サービス（その他） 215,000 215,000 215,000 645,000 

栄養改善や見守りを目的とした配食 0 0 0 0 

定期的な安否確認、緊急時の対応、 

住民ボランティア等の見守り 
0 0 0 0 

その他、訪問型サービス・通所型サービスの一体的提供等 0 0 0 0 

介護予防ケアマネジメント 3,691,000 3,691,000 3,691,000 11,073,000 

介護予防把握事業 0 0 0 0 

介護予防普及啓発事業 0 0 0 0 

地域介護予防活動支援事業 9,240,000 9,240,000 9,240,000 27,720,000 

一般介護予防事業評価事業 0 0 0 0 

地域リハビリテーション活動支援事業 101,250 113,906 128,145 343,301 

上記以外の介護予防・日常生活総合事業 348,000 348,000 348,000 1,044,000 

 

【包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及び任意事業】 

単位：円 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

包括的支援事業（地域包括支援センターの運営） 39,442,806 39,442,806 39,442,806 118,328,418 

任意事業 3,596,000 3,596,000 3,596,000 10,788,000 
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【包括的支援事業（社会保障充実分）】 

単位：円 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

在宅医療・介護連携推進事業 50,000 50,000 50,000 150,000 

生活支援体制整備事業 5,200,000 5,200,000 5,200,000 15,600,000 

認知症初期集中支援推進事業 289,000 289,000 289,000 867,000 

認知症地域支援・ケア向上事業 379,000 379,000 379,000 1,137,000 

認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業 0 0 0 0 

地域ケア会議推進事業 65,000 65,000 65,000 195,000 

 

５ サービス給付費総額 
 

単位：円 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

サービス給付費総額（標準給付費＋地域支援事業費） 3,070,137,253 3,090,056,446 3,195,900,366 9,356,094,065 

※小数点以下を四捨五入しているため、合計値が一致しない場合があります。 

 

（２）第１号被保険者の保険料の推計 

１ 保険給付費の財源構成 

第１号被保険者の算定基準は、介護保険事業において、法定サービス（介護サービス、予防

サービス、高額介護サービス、地域支援事業等）を実施していく際の標準給付費（総事業費の

90％）が、提供されるサービスの水準によって決まり、保険料に反映されます。 

介護保険制度においては、介護サービスの総事業費から利用者負担分（10％）を除いた標準

総給付費について、原則として50％を被保険者の保険料で負担し、残りの50％を公費で負担し

ます。 

また、被保険者の保険料のうち、原則として23％を第１号被保険者（65歳以上）、27％を第２

号被保険者（40～64歳）が負担することになります。 
 

標準総給付費（総事業費の90％） 

利用者 

負担 

総事業費

の10％※１ 

保険料 50％ 公費 50％ 

第１号被保険者 

保険料 23％ 

第２号被保険者 

保険料 27％ 

国 県 市 

５％ 

定率 

20％ 

定率 

12.5％ 

定率 

12.5％ 

定率 

＊施設等給付費に係る公費負担割合は、国が15％（定率）、県が17.5％（定率）、市が12.5％（定率）

となります。 

※１ 第９期計画では、一定以上の所得のある方の利用者負担の割合は以下のとおりとなります。 

・「合計所得金額160万円以上」かつ「年金収入＋その他の合計所得金額280万円以上（単身の場合。

世帯内に２人以上の第１号被保険者がいる場合は346万円以上）」の利用者負担の割合は20％ 

・「合計所得金額220万円以上」かつ「年金収入＋その他の合計所得金額340万円以上（単身の場合。

世帯内に２人以上の第１号被保険者がいる場合は463万円以上）」の利用者負担の割合は30％ 
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２ 保険料収納必要額の算定 

保険料については、計画期間のサービス給付に必要な総額を基に算定します。 

本市の第９期計画期間におけるサービス給付に必要な総額（標準給付費＋地域支援事業費）

は9,356,094,065円となります。この額に第１号被保険者の負担割合（23％）を乗じ、調整交付

金相当額※１、調整交付金見込額※１、財政安定化基金※２拠出見込額、財政安定化基金償還金、準

備基金取崩額、保険者機能強化推進交付金等の交付見込額を算出して、保険料収納必要額を計

算します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 調整交付金の交付割合（％）の全国平均は５％ですが、市町村の後期高齢者や所得水準により、

交付割合（％）が増減します。 

※２ 市町村の保険財政が、保険料収納率の低下や介護給付費の増加等で赤字になることを回避し、

市町村の介護保険財政の安定を図るために都道府県が設置する基金のことです。このために市

町村から徴収する拠出金を「財政安定化基金拠出金」といい、国と都道府県それぞれが市町村

と同額を負担することになっています。 

 

 

 

9,039,056,910円 

標準給付費見込額 

317,037,155円 

地域支援事業費 

23.0％ 

第１号被保険者負担割合 

460,451,432円 

調整交付金相当額※１ 

標準給付費額の5.0％ 

521,461,000円 

調整交付金見込額※１ 

0円 

財政安定化基金※２拠出見込額 

0円 

財政安定化基金償還金 

1,796,827,567円 

保険料収納必要額 

268,800,000円 

準備基金取崩額 

25,264,500円 

保険者機能強化推進交付金等 

の交付見込額 

＋ × 

＋ ― ＋ 

＋ ― ― 

＝ 
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３ 第１号被保険者の保険料 

本市の第１号被保険者は３年間で延べ27,805人と推計されます。しかしながら、保険料算出

のために、所得段階別加入者数について基準額に対する割合の補正がなされます。 

そのため、所得段階別加入割合の補正後の被保険者数は27,946人となります。 

 

単位：人 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

第１号被保険者数 9,325 9,270 9,210 27,805 

 前期高齢者（65～74歳） 4,073 3,885 3,794 11,752 

 後期高齢者（75歳以上） 5,252 5,385 5,416 16,053 

 

単位：人 
基準所得 

金額 

所得段階別加入者数 
基準額に 

対する割合 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 
令和６年度- 

令和８年度 

第１段階 - 1,445 15.5% 1,437 15.5% 1,428 15.5% 0.445 

第２段階 - 727 7.8% 723 7.8% 718 7.8% 0.685 

第３段階 - 671 7.2% 667 7.2% 663 7.2% 0.69 

第４段階 - 1,147 12.3% 1,140 12.3% 1,133 12.3% 0.90 

第５段階 - 1,436 15.4% 1,429 15.4% 1,418 15.4% 1.00 

第６段階 - 1,585 17.0% 1,576 17.0% 1,566 17.0% 1.20 

第７段階 120万円 1,352 14.5% 1,344 14.5% 1,335 14.5% 1.30 

第８段階 210万円 560 6.0% 556 6.0% 553 6.0% 1.50 

第９段階 320万円 177 1.9% 176 1.9% 175 1.9% 1.70 

第10段階 420万円 75 0.8% 74 0.8% 74 0.8% 1.90 

第11段階 520万円 47 0.5% 46 0.5% 46 0.5% 2.10 

第12段階 620万円 19 0.2% 19 0.2% 18 0.2% 2.30 

第13段階 720万円 84 0.9% 83 0.9% 83 0.9% 2.40 

計 - 9,325 100.0% 9,270 100.0% 9,210 100.0% - 

 

単位：人 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

所得段階別加入割合補正後被保険者数 9,374 9,316 9,256 27,946 

 

算出された保険料収納必要額に、これまでの実績に基づき予定保険料収納率を99.23％と見

込み、所得段階別割合補正後の被保険者数を用いて保険料基準額を算出します。 

第９期計画においては、介護保険料基準月額は5,400円になります。 

 

 

 

 

 

÷ 

  

1,796,827,567円 

保険料収納必要額 

99.23％ 

予定保険料収納率 

27,946人 

所得段階別加入割合補正後 

被保険者数（３年間分） 

64,800円 

保険料基準（年額） 

5,400円 

保険料基準（月額） 

5,600円 

第８期保険料（月額） 

5,400円 

第９期保険料（月額） 

÷ 

-3.6％ 

増減率 

  

⇒ 

⇒ ≒ 
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【第１号被保険者の保険料】 

所得段階 対象となる方 

保険料 

保険料率 
月額

（円） 

年額

（円） 

第１段階 

○生活保護受給者の方 

○老齢福祉年金※１受給者で、世帯全員が市民

税非課税の方 

○世帯全員が市民税非課税で前年の課税年金

収入額と合計所得金額※２の合計が80万円以

下の方 

0.455 

(0.285) 

2,460 

(1,540) 

29,600 

(18,500) 

第２段階 

世帯全員が市民税非課税で前年の課税年金収

入額と合計所得金額の合計が80万円超120万

円以下の方 

0.685 

(0.485) 

3,700 

(2,620) 

44,400 

(31,500) 

第３段階 

世帯全員が市民税非課税で前年の課税年金収

入額と合計所得金額の合計が120万円を超え

る方 

0.69 

(0.685) 

3,730 

(3,700) 

44,800 

(44,400) 

第４段階 

世帯の誰かに市民税が課税されているが、本

人は市民税非課税で前年の課税年金収入額と

合計所得金額の合計が80万円以下の方 

0.90 4,860 58,400 

第５段階 

（基準） 

世帯の誰かに市民税が課税されているが、本

人は市民税非課税で前年の課税年金収入額と

合計所得金額の合計が80万円を超える方 

1.00 5,400 64,800 

第６段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が

120万円未満の方 
1.20 6,480 77,800 

第７段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が

120万円以上210万円未満の方 
1.30 7,020 84,300 

第８段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が

210万円以上320万円未満の方 
1.50 8,100 97,200 

第９段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が

320万円以上420万円未満の方 
1.70 9,180 110,200 

第10段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が

420万円以上520万円未満の方 
1.90 10,260 123,200 

第11段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が

520万円以上620万円未満の方 
2.10 11,340 136,100 

第12段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が

620万円以上720万円未満の方 
2.30 12,420 149,100 

第13段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額が

720万円以上の方 
2.40 12,960 155,600 

※年額は10の位を切り上げして算定 

※第１段階から第３段階の保険料については公費による軽減措置を実施（下段（ ）内） 

※１ 老齢福祉年金：明治44年（1911年）４月１日以前に生まれた方、または大正５年（1916年）４

月１日以前に生まれた方で一定の要件を満たしている方が受けている年金です。 

※２ 合計所得金額：「所得」とは、実際の「収入」から「必要経費の相当額」を差し引いた額です。 
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第６章 計画の推進にむけて 

 

１．計画の推進体制 

（１）情報提供・相談体制の充実 

介護保険制度や各種高齢者福祉に関するサービス利用の方法等、高齢者やその家族が必要と

する情報を、パンフレットや冊子等を作成することで、理解・利用しやすい形で情報提供しま

す。情報提供にあたっては、広報誌やホームページ、ＳＮＳ等様々な媒体を活用します。また、

高齢者やその家族が抱える疑問や悩みを気軽に相談できる相談体制の充実を図ります。 

 

（２）介護保険制度の円滑な推進 

介護サービスが必要な方への適切なサービスの供給やサービスの質の向上、介護報酬の不正

請求のチェックなど、介護保険事業の適正な運営に努めることで、持続可能な介護保険制度の

円滑な推進を図ります。また、文書負担の軽減に向けて、国や県の方針を踏まえ、簡素化や標

準化、ＩＣＴの導入について検討します。 

介護サービス提供事業者に対しては、介護保険に関する国の動向等の情報提供や人材育成の

ための支援、ＩＣＴの活用をはじめとする最先端の支援等を積極的に行い、事業者との連携の

強化等の介護現場の生産性向上に資する様々な支援・施策を総合的に展開する支援を行うこと

で介護現場の革新を図ります。 
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（３）計画の総合的な推進体制の充実 

１ 庁内関係各課との連携 

本計画の推進にあたっては、福祉介護課を中心に、子育て健康課や教育委員会などの庁内関

係各課との連携・調整を適時行うことで、横断的かつ重層的な施策展開を図っていきます。 

 

２ 地域との連携 

地域活動の中心的存在である自治会組織をはじめ、民生委員・児童委員、ボランティア団体、

老人クラブ、更には地域福祉活動の主な担い手である大月市社会福祉協議会や医療関係者、各

種サービス提供事業者等との連携を密接に行い、多様な主体が高齢者福祉施策に参画し、市全

体で高齢者福祉施策を推進していきます。 

 

３ 国・県及び近隣市町村との連携 

国や県及び近隣市町村との連携に関しては、情報提供はもとより、緊密な連絡体制を築き、

地域一体で福祉事業及び介護保険事業の推進に努めます。 

 

４ 災害時・緊急時の対応 

災害や感染症の流行等、災害時や緊急時においては、市が出す方針に従って計画の推進を図

ります。 

 

（４）計画の評価・検証 

本計画は、大月市地域包括支援センター運営協議会、大月市介護保険地域密着型サービス運

営委員会、大月市地域包括ケア推進会議等において、評価・検証を行い、事業展開に反映させ

ていきます。また、施策の進捗状況や地域の介護保険事業の特徴等を把握・検証し、改善する

仕組み（ＰＤＣＡサイクル）を確立し、効果的・効率的に計画を推進していきます。更に、国

保データベース（ＫＤＢ）システムの活用等、データの利活用を推進する体制を構築していき

ます。 
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２．自立支援、介護予防・重度化防止施策の推進 

自立支援、介護予防・重度化防止に向けた施策に関する計画値を以下のように設定します。 

（１）基本チェックリストの実施 

基本チェックリストの実施を通じて支援が必要な高齢者、潜在的な予防事業対象者を把握し、

自立支援、介護予防・重度化防止につなげていきます。 

【基本チェックリスト対象者】 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

対象者数（人/年） 13 14 6 30 40 50 

 

（２）地域ケア会議（個別事例検討）の実施 

地域ケア会議（個別事例検討）の実施を通じて課題を把握し、介護予防・重度化防止のため

のケアマネジメント支援を行います。 

【地域ケア会議の開催】 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

開催回数（回/年） 2 2 2 2 3 3 

 

（３）地域リハビリテーション体制の構築 

地域リハビリテーション体制を構築し、自立支援、介護予防・重度化防止につなげていきま

す。 

【地域リハビリテーション活動支援事業】 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

専門職派遣回数（回/年） 2 2 1 3 3 3 

専門職派遣者数（人/年） 5 4 4 7 7 7 
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（４）要介護認定度の維持・改善 

自立支援、介護予防・重度化防止に関する施策を展開することで、要介護認定度の維持・改

善につなげていきます。 

【認定者の要介護認定度】 

 

実績値（令和５年度は見込） 計画値 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

要介護認定度が維持・ 

改善した認定者の割合 
80.6％ 81.9％ 73.6％ 80.0％ 80.0％ 80.0％ 

 

（５）元気な高齢者の増加 

高齢者福祉に関する施策を展開し、元気な高齢者を増加させていきます。 

【介護予防・日常生活圏域ニーズ調査における健康状態に関する質問】 

 
実績値 計画値 

令和４年度 令和７年度 

「とてもよい」、 

「まあよい」と答えた割合 
76.1％ 80.0％ 
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資料編 

 

１．大月市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画策定委員会設置要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、老人福祉法第２０条の８及び介護保険法第１１７条の規定に基づき、大月市

高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画（以下「計画」という。）の策定に関し必要な事項につ

いて調査及び審議するため、大月市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画策定委員会（以下

「委員会」という。）を設置し、必要な事項を定める。 

（組織） 

第２条 委員会は、学識経験者、関係団体等の各分野から１０名以内において、市長が委嘱する委

員をもって構成する。 

（所掌事務） 

第３条 委員会は、計画の策定に必要な事項について調査、審議し、計画を立案する。 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、第３条に定める計画を立案し、市長に報告するまでの期間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に、委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選によってこれを決める。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代行する。 

（会議） 

第６条 会議は、委員長が召集し、委員長が議長となる。 

２ 議長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、意見を聴くことがで

きる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、福祉介護課において行う。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の議事及び運営に必要な事項は委員長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年４月２６日から施行し、計画の策定完了をもって廃止する。 
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２．大月市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画策定委員会委員名簿 

（敬称略） 

Ｎｏ 役職 氏名 選出母体名 

１  鄧 晁熙 北都留医師会大月地区 

２  岩崎 博 大月市歯科医師会 

３ 委員長 安藤 睦美 大月市民生委員・児童委員協議会 

４ 副委員長 小俣 理美 社会福祉法人 富士桜桃会 

５  佐藤 進也 社会福祉法人 平成福祉会 

６  中野 友子 大月市居宅介護支援事業所連絡会 

７  安藤 剛 大月市社会福祉協議会 

８  落合 弘子 第１号被保険者代表 

９  石井 純子 第２号被保険者代表 

 

 

３．大月市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画策定の経過 

 

回 開催年月日 議題 

第１回 令和５年７月28日 

（１）高齢者福祉計画・介護保険事業計画の策定について 

（２）計画策定に向けた介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

及び在宅介護実態調査について 

（３）高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画策定の 

スケジュールについて 

（４）意見交換 

（５）その他 

第２回 令和５年11月17日 

（１）大月市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画の 

素案について 

（２）その他 

施設整備について 

介護保険料について 

第３回 令和６年２月16日 

（１）大月市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画（案）

について 

（２）パブリックコメントについて 

（３）答申書（案）について 

（４）その他 
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４．大月市内事業所一覧（令和５年（2023年）11月１日現在） 

（１）介護予防支援（地域包括支援センター） 

利用者の状態に適したサービスが確実に提供されるよう、地域包括支援センターにより作成

された介護予防サービス計画に基づき、サービス事業者等との連絡調整等を行うものです。 
 

事業所名 住所 電話番号 

大月市地域包括支援センター 大月二丁目6-20 23-8034 

 

（２）居宅介護支援（ケアマネジャー） 

ケアマネジャーが在宅で介護を受ける方の心身の状況や希望等を踏まえ、自立した日常生活

の支援を効果的に行うために、継続的かつ計画的に介護サービスに関する計画（居宅介護サー

ビス計画）を作成し、これらが確実に提供されるよう介護サービス提供機関との連絡調整等を

行うものです。 
 

事業所名 住所 電話番号 

ケアプランいきがい 猿橋町桂台一丁目100-1 22-8888 

介護プラン「花さき」 大月町花咲10 23-2001 

福祉工房 大月二丁目12-30 塩谷ビル1F 30-1125 

クローバーケアサービス 
御太刀二丁目8-8 

ラ･グランメール2F 
23-3288 

介護ショップさくら 駒橋一丁目11-2 30-1023 

居宅介護支援事業所さるはし 猿橋町殿上552-5 20-1211 

やざわ居宅介護支援事業所 賑岡町畑倉967 22-0212 
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（３）訪問介護（ホームヘルプ） 

訪問介護員（ホームヘルパー）が家庭を訪問し、入浴、排泄等の身体介護や食事等の家事援

助等、日常生活上の介護や援助を行うものです。 
 

事業所名 住所 電話番号 

セントケア大月 大月二丁目3-8 21-5311 

ヘルパーステーション「花さき」 大月町花咲10 23-2001 

福祉工房 大月二丁目12-30 塩谷ビル1F 30-1125 

クローバーケアサービス 
御太刀二丁目8-8 

ラ･グランメール2F 
23-3288 

 

（４）訪問看護 

通院困難な高齢者の家庭に、訪問看護ステーション等の看護師、理学療法士、作業療法士等

が訪問し、主治医と連絡・調整を行いながら療養上の看護を行うものです。 
 

事業所名 住所 電話番号 

訪問看護ステーションももくら 七保町下和田2132-1 20-1111 

つる訪問訪看ステーション 

（サテライトステーション） 
駒橋一丁目2-7 46-5125 

訪問看護ステーションさるはし 猿橋町殿上552-5 20-1411 

 

（５）通所介護（デイサービス） 

介護施設等に通い、入浴、食事の提供等の日常生活上の介護を受けるものです。 
 

事業所名 住所 電話番号 

福祉工房 賑岡町奥山1833 21-5335 

共立デイサービスさるはし 猿橋町殿上587-1 20-1711 

デイサービス事業所ゆうゆう 七保町下和田1521-5 56-7100 

デイサービスセンター「やまゆり」 富浜町宮谷1518-1 23-2001 

デイサービスセンター シニア 初狩町下初狩4146-10 20-2552 

デイサービス いきがい 猿橋町桂台一丁目100-1 22-8887 
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（６）通所リハビリテーション（デイケア） 

介護老人保健施設（老健）、病院等医療施設等に通い、当該施設において心身機能の維持・回

復や日常生活の自立を助けるため、理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを受

けるものです。 
 

事業所名 住所 電話番号 

介護老人保健施設ももくら 七保町下和田2132-1 20-1111 

 

（７）短期入所生活介護（ショートステイ） 

特別養護老人ホーム等の短期入所施設に短期間入所し、当該施設において入浴、排泄、食事

等の介護その他の日常生活上の介護、機能訓練を受けるものです。 
 

事業所名 住所 電話番号 

大月富士見苑 大月町真木4660 23-0294 

ショートステイしにあ 初狩町下初狩4146-10 20-2552 

ショートステイやまびこ 初狩町中初狩3274-45 20-2550 

ショートステイ サンコート大月 賑岡町浅利1108-1 23-1165 

 

（８）短期入所療養介護 

介護老人保健施設（老健）等に短期間入所し、看護や医学的管理下における介護、機能訓練

その他の必要な医療及び日常生活上の介護を受けるものです。 
 

事業所名 住所 電話番号 

介護老人保健施設ももくら 七保町下和田2132-1 20-1111 

 

（９）介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

寝たきりや認知症により常時介護が必要な中重度者で、自宅での介護が困難な方が入所し、

食事や入浴、排泄等日常生活に必要な介護を受けるものです。 
 

事業所名 住所 電話番号 

大月富士見苑 大月町真木4660 23-0294 

特別養護老人ホーム志仁也 初狩町下初狩4146-10  20-2552 
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（10）介護老人保健施設 

要介護状態の方で、症状が安定し、自宅に戻れるようリハビリテーションに重点を置いたケ

アが必要な方が、医学的管理の下で看護、機能訓練、日常生活上の介護を受けるものです。 
 

事業所名 住所 電話番号 

介護老人保健施設ももくら 七保町下和田2132-1 20-1111 

 

（11）地域密着型通所介護（地域密着型デイサービス） 

利用定員18人以下の介護施設等に通い、入浴、食事の提供等の日常生活上の介護を受けるも

のです。 
 

事業所名 住所 電話番号 

大月富士見苑 大月町真木4660 23-2094 

デイサービスセンター 

「ハッピーサークル」 
七保町葛野1574-2 22-2770 

いきがいフィットネス 猿橋町桂台一丁目100-1 22-8886 

 

（12）小規模多機能型居宅介護 

在宅における生活の継続支援を目的に、要介護者の様態や希望に応じて、通いを中心に随時、

訪問や泊まりを組み合わせて日常生活上のケアを行うものです。 
 

事業所名 住所 電話番号 

ナーシングホーム猿橋 猿橋町猿橋110-2 21-9009 

セントケア大月榮町 大月二丁目3-8 21-2081 

 

（13）看護小規模多機能型居宅介護 

要介護者に対して、訪問看護と小規模多機能型居宅介護と訪問介護等を組み合わせて一体的

に提供することにより、効果的かつ効率的となるサービスを行うものです。 
 

事業所名 住所 電話番号 

看護多機能事業所まいほーむさるはし 猿橋町殿上552-5 20-1811 
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（14）認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

認知症の状態にある要介護者が５名～９名で共同生活をしながら、家庭的な雰囲気の中で介

護スタッフによる食事、入浴、排泄等日常生活の支援や機能訓練を受けるものです。 
 

事業所名 住所 電話番号 

グループホーム ラ シーク桂台 猿橋町桂台一丁目99 56-8739 

 

（15）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（地域密着型特別養護老人ホーム） 

定員が29名以下の特別養護老人ホームに入所している要介護者に対し、ケアを行うものです。 
 

事業所名 住所 電話番号 

地域密着型特別養護老人ホーム山美家 初狩町中初狩3274-45 20-2550 

地域密着型特別養護老人ホーム 

サンコート大月 
賑岡町浅利1108-1 23-1165 

地域密着型特別養護老人ホーム 

サンコート大月サテライト 
賑岡町浅利1108-6 23-1165 
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